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★ 本日の内容
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はじめに
Ⅰ 年金法の改正
Ⅱ 税制改正（給与計算等に必要な個人所得税の改正）
Ⅲ 確定拠出年金関連の改正
Ⅳ 雇用保険法等の一部改正
Ⅴ その他の雇用保険法の改正
Ⅵ 育児休業介護休業法の改正
Ⅶ 育児休業に付随する雇用保険の給付の見直しなど
Ⅷ 障害者雇用促進法や障害者差別解消法の改正
Ⅸ 労働安全衛生法関連の改正
Ⅹ 労働施策総合推進法の改正
Ⅺ 公益通報者保護法の改正
おわりに

1



◼ 渡辺葉子（わたなべ ようこ）
特定社会保険労務士

社会保険労務士法人 ＹＷＯＯ代表 （東京都渋谷区初台1-51-1 初台センタービル）

【経歴】 派遣会社での１５年余の実務経験、実務者セミナー・年金セミナー等講師、数多くの執筆活動を活かし、
2006 企業の人事労務コンサルティングを中心に活動するYWOO (株）を設立

〃 個別労働紛争解決手続き代理業務資格を取得し、急増する個別労働問題の解決策をお客様に
ご提案

200７ バックオフィスアウトソース（人事・労務・総務・庶務・経理補助業務）受託業務を開始
企業のバックオフィスを全面的にサポート

2016 社会保険労務士法人ＹＷＯＯを設立
【現在】 企業の人事労務コンサルティングをはじめ、社員研修及びセミナー企画及び講師・公的機関及び企業研

修（人材育成）講師・執筆・ バックオフィスアウトソース受託業務を行っている
＊ 「令和2年改正 高年齢者雇用の法解説と人事制度の考え方」（第一法規）/ 「実務担当者のための定年前後

の年金・税金・社会保険」、「派遣先のための よくわかる労働者派遣Ｑ＆Ａ」（株式会社 労務行政）/ ｢伸び
る会社の人事労務Ｑ＆Ａ」（税務研究会出版局）/「できる社会保険！」（経営書院）/「年末調整ガイド2010」、
「年末調整ガイド2001」、「年末調整ガイド2012」（労働開発研究会） 等多数

＊ 「人事の地図」「人事実務」「医療実務」（産労総研）、「Ｖisionと戦略」（介護医療保険協会）、「介護ビジョン」（日
本医療企画）「労務事情」、「労務事情別冊」、「看護のチカラ」、「病院羅針盤」（産労総合研究所)/「税務通
信」（税務研究会）、「企業実務オンライン」、 「最新 全国調査 中小企業の「支給相場＆制度」/ 完全データ
2015』「これからの高齢社員雇用と賃金・評価制度の考え方」 （日本実業出版社）/「ビジネスガイド」「ＳＲ」（日
本法令）「労政時報」{高齢者雇用の実務」（労務行政）、会社法務A２Z（第一法規）他 特集・執筆多数

＊ 企業コンサルを中心に、併行して、年金・社会保険・給与計算・人材活用・マイナンバー等の企業向けセミナ‐
に加え、セカンドライフセミナー・キャリアチェンジ＆マインドチェンジ等、企業研修やセミナーを全国展開中

【資格】 ・ 社会保険労務士 / 特定社会保険労務士 / 日本年金学会正会員 ・ 年金アドバイザー ・ DC アドバ
イザー ＤＣＰ ・ 上級生命保険設計士 （生命保険外務員上級専門課程試験）・ 損害保険特級 （一般）
代理店資格 ・ ＦＰ・マイナンバー実務検定試験1級認定 ・マイナンバー管理士 ・上級個人情報保護士

★ 渡辺葉子の自己紹介

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/242



はじめに

3月31日成立の税制改正、6月13日成立の年金法の改正など、人事労務に関わる重要
な法の改正が続いています。直近では、企業の熱中症対策の義務化など、ルールの見
直しがありました。

多くの人事労務ご担当者から、「あまりの変化のスピードと多岐にわたる内容の改正・見
直しに追いついていくのが大変！」という声をお聞きし、今回は臨時セミナー開催となり
ました。

今日は、限られた時間の中で、今まさに旬な改正や昨今の重要な改正・ルールの変更
などを最新情報でお届けします。かなり、濃厚な内容豊富なセミナーです。すべてを一
度に制覇するというよりは、先ずポイントを押さえていただき、何がどう変わったかを知っ
ていただきたいと思います。その上で、必要に応じてさらに奥深く調べていただくきっか
けとなるよう、気づきの時間にしていただいても良いのではと思います。ところどころに資
料のURLや二次元コードをつけました。必要に応じてご活用いただければと思います。

さあ、始めましょう！
渡辺葉子

はじめに
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「基礎年金底上げ策」を付則に盛り込んだ年金制度関連法案が、2025年6
月13日の参院本会議で可決・成立しました

具体的には、
・（パート労働者など）短時間労働者の社会保険加入の拡大

・・・106万円の壁の撤廃（賃金要件の撤廃）
・・・企業規模要件の段階的見直し

・高所得者の厚生年金保険料の上限引き上げ
・在職老齢年金の見直し
・遺族年金の男女差の是正
・子の加算などの見直し

など多くの内容が含まれています。

★ 2025年6月13日 年金制度改正法が可決・成立しました

Ⅰ 年金法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

「社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法等の一
部を改正する等の法律（令和7年法律74号）」
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★基礎年金の底上げ

➢ 年金改正法案の付則に、基礎年金の底上げ策を盛り込むことで3党合意（自民・公明・立
憲）→2029年公表予定の財政検証を踏まえた上で、必要となった場合には、厚生年金の
積立金から基礎年金に充てる割合を増やし年金額を底上げする。厚生年金の給付額が
減る場合に緩和措置を講ずる方針も規定する

◼ 基礎年金の底上げ

基礎年金を3割底上げとは

➢ 今のままでは、基礎年金の給付水準が大きくダウンする。長期的に経済状況が横ばい
のケースでは、マクロ経済スライドが続き（賃金・物価の上昇よりも支給の伸びを抑える
仕組み）、2057年度にかけて現在より実質３割目減りする（厚生労働省）

➢ 財政検証によれば、厚生年金は比較的財政が安定していて、マクロ経済スライドは
2026年度に終了
→厚生年金の抑制期間を延長し、浮いた財源を基礎年金に回す。具体的には基礎年

金の抑制期間を2036年度で終了させる
→その結果、実質目減りは１割にとどまり、現行制度の見通しからは３割底上げとなる
⇒厚生年金加入の人が受け取る基礎年金も底上げされる（加えて、厚生年金加入者

には、いわゆる報酬比例部分が上乗せされる）。基礎年金の底上げにより、厚生年金
受給者の多くは受給額全体が増える

※将来的に兆円単位の国庫負担も必要となる→国庫財源は？？？
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出所 令和6（2024）年財政検証結果の概要 第16回社会保障審議会年金部会資料 １ 一部加筆★財政検証 2024

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/246



★マクロ経済スライドとは、
平成16年の年金制度改正で導入さ
れたもので、賃金や物価の改定率を
調整して緩やかに年金の給付水準
を調整する仕組み。
具体的には、賃金や物価による改定
率から、現役の被保険者の減少と平
均余命の伸びに応じて算出した「スラ
イド調整率」を差し引くことによって、
年金の給付水準を調整する。

なお、このマクロ経済スライドの仕組
みは、賃金や物価がある程度上昇す
る場合にはそのまま適用されるが、賃
金や物価の伸びが小さく、適用する
と年金額が下がってしまう場合には、
調整は年金額の伸びがゼロになるま
でにとどめる⇒∴年金額の改定は行
われない

賃金や物価の伸びがマイナスの場合
は調整を行わず、賃金や物価の下落
分のみ年金額を下げる

★参考 マクロ経済スライドとは
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★基礎年金の底上げ
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★年金改革関連法案（2025.6.13可決）

◆2025年6月13日参院本会議にて可決・成立

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）
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出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）◼ 社会保険の加入対象の拡大

①賃金要件の撤廃（交付から3年以内（2026年10月施行予定）
②企業規模の要件の撤廃（2027年10月から段階的に実施）

★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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★厚生年金・健康保険（日雇い労働者等を除く一般的な加入の場合）に加入する人
法人の代表者も含みます。＊厚生年金保険70歳未満・健康保険75歳未満

①通常の労働者常用雇用者、１週の所定労働時間および1月の所定労働日
数が通常の労働者の4分の３以上の労働者

⇐通常の労働者の4分の３基準を満たす短時間労働者を「パートタイム労働者」（また
は「短時間就労者」）という

②51人以上の企業（特定適用事業所）に雇用される一定の短時間労働者
③労使合意のある、特定適用事業所以外の事業所に雇用される一定の短

時間労働者
⇐②③の労働者を「短時間労働者」という

◼社会保険に加入する人
（厚生年金・健康保険）

★参考 厚生年金・健康保険への加入（現行）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2413



対象 要件
平成28年10月～

（改正前）
令和4年10月～

（現行）
令和6年10月～

（改正）

事業所 事業所の規模 常時500人超 常時100人超 常時50人超

短時間
労働者

労働時間
週の所定労働時間が

20時間以上
変更なし 変更なし

賃金 月額88,000円以上 変更なし 変更なし

勤務期間
継続して1年以上使

用される見込み

継続して2か月を
超えて使用される

見込み

継続して2か月を
超えて使用される

見込み

適用除外 学生ではないこと 変更なし 変更なし

【加入基準の見直し 要件早見表】

★参考 短時間労働者の社会保険（厚生年金・健康保険）加入範囲の拡大（現行）

★企業規模要件の撤廃

★「106万円の壁」廃止

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2414
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③個人事業所の適用対象の拡大（2029年10月）

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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◼ 企業規模要件は2035年廃止へ
（保険料負担に配慮、見直し パートら厚生年金加入拡大）

2025年6月13日可決・成立

➢ 厚生労働省は2025年1月29日、一定の短時間労働者の厚生年金加入の拡大につい
て、現行の企業規模要件（事業所従業員数「５１人以上」）を2035年10月に廃止する方
針を明らかにした
※当初は2029年10月としていた⇒保険料を労使折半する中小企業側の負担に配慮して見直し

企業規模要件の段階的緩和：
2027年10月 「51人以上」→「36人以上」へ緩和
2029年10月 「21人以上」へ
2032年10月 「11人以上」へ段階的に緩和
2035年10月 廃止

➢ 従業員5人以上の個人事業所の場合、厚生年金の加入対象は現在17業種→2029年
10月に全業種に拡大
※ただし、自民党から「物価高で経営が厳しく負担は大きい」と異論が出たため、対象を新規に開
業する事業所に限定し（2029年10月から）、既存の事業所は当面は免除する（2025.3.5）

➢ 保険料負担を避けるため働く時間を抑制する「106万円の壁」の年収要件も撤廃
→法成立後、約3年以内に施行を想定

★企業規模の撤廃
106万円の壁の撤廃への動き

★50人以下の企業等を対象に、一定の短時間労働者の社会保険料の一部を会社
が肩代わりできる特例を2026年10月から3年間の時限措置として実施する方向。肩
代わりした保険料を国が会社に還付。 例）年収106万円の場合、保険料負担は本
来労使折半のところ、 労働者25％、会社75％ 負担とする。

この特例を使っても、短時間労働者が将来もらう
年金額には影響しない。（2025.2.18）

★2025年6月13日参院本会議可決・成立
2026年10月を目途に3年間時限措置で施行

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2417
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出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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【参考 短時間労働者の社会保険加入拡大への支援】（2026年10月）

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13 成立）
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◼ 在職老齢年金制度の見直し （2026年4月）

支給停止調整額を62万円に引上げ
★令和７年度

は51万円

◼ 厚生年金等の保険料や年金額の計算に使う賃金（標準報酬月額）の上限
の引上げ （2027年9月から段階的に)

現在の標準報酬月額の上限額65万円→2027年9月から68万円→2028年9月から71万円

→2029年9月から75万円に段階的に引上げ

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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標
準
報
酬
月
額

基
本
月
額

総
報
酬
月
額
相
当
額

51万円

超えた場合は超えた額の半分が支給停止
（カット）される

24万円

10万円

60万円÷12か月
＝5万円

（10万円+24万円+5万円）≦51万円
∴ この時点では、年金支給停止はなし

以前12か月の標準賞与額の
12分の1（月額相当額）

例）●基本月額 10万円
●今月の標準報酬月額 24万円
●今月以前12か月間の標準賞与額

の総額 60万円

令和7年度額

★参考 在職老齢年金（現行）
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総
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酬
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額
相
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額

以
前
12
か
月
の
標
準
賞
与
額
の

12
分
の
1
（月
額
相
当
額
）

51万円

この部分の半分が支給停止（カット）される

例）●基本月額 10万円
●今月の標準報酬月額 32万円
●今月以前12か月間の標準賞与額の総額 120万円

120万円÷12か月
＝10万円

32万円

10万円

（32万円+10万円+10万円）＝52万円＞51万円
51万円超部分の2分の１相当額が支給停止
（52万円－51万円）÷2＝5千円
∴この時点での年金支給月額は

10万円－5千円＝9万5千円

令和7年度額

★参考 在職老齢年金（現行）
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額
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以
前
12
か
月
の
標
準
賞
与
額
の

12
分
の
1
（月
額
相
当
額
）

62万円

この部分の半分が支給停止
（カット）される

例）●基本月額 10万円
●今月の標準報酬月額 32万円
●今月以前12か月間の標準賞与額の総額 120万円

120万円÷12か月
＝10万円

32万円

10万円

（32万円+10万円+10万円）＝52万円＜62万円
∴ この時点では、年金支給停止はなし

★支給調整基準額を62万円に

★参考 在職老齢年金（改正後）
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◼ 令和7年度
厚生年金保険料額表

（日本年金機構）

★ご参考

健康保険の標準報酬月額
は

5万8千円から139万円まで
の50等級
（令和7年度現在）

※標準賞与額の設定にも相
違あり

★参考 厚生年金保険料額表

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2424



社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

◼ 遺族年金制度の見直し （2028年4月から段階的に）★ 現行制度
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社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

★ 現行制度
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★ 現行制度
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●誰に支給するのか

死亡の当時、その者に生計を維持されていた次の遺族であって、下表の遺族の順位1
から４のうち、最も順位の高い人 ※子のある妻または子のある55歳以上の夫が遺族年金を受けている
ときは、子に遺族年金は支給されません

遺族の
順位

１ １ １ １ ２ ３ ４

続柄

子のある配偶者
※遺族厚生年金は、
夫は、子のある55
歳以上の夫に限る

子 子のない妻
子のない

55歳以上の
夫

55歳以上の
父母

孫
55歳以上の

祖父母

遺族厚生
年金

遺族基礎
年金

遺族厚生
年金

遺族厚生
年金

遺族厚生
年金

遺族厚生
年金

遺族厚生
年金

遺族厚生
年金

遺族基礎
年金

中高齢
寡婦加算
※要件は後掲

◼ 遺族厚生年金では、妻以外の遺族に条件があります
①夫・父母・祖父母・・・死亡の当時、55歳以上であること。受給開始は60歳から。ただし、夫は遺族

基礎年金を受給中の場合に限り、60歳より前でも遺族厚生年金を併せて受給可
②子・孫・・・死亡当時、18歳になった年度の3月31日までの間にある子で未婚の子（胎児も出生以降

は対象となる）、または、20歳未満の障害等級1級または2級の状態にある未婚の子

も
ら
え
る
年
金

★参考 遺族厚生年金・遺族基礎年金を もらえる遺族

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2429



【子のない妻への遺族の年金】

1）夫の死亡当時、30歳未満の妻・・・遺族厚生年金が5年間支給される（5年有期）

2）夫の死亡当時、30歳以上40歳未満の妻・・・遺族厚生年金を生涯受け取れる

3）夫の死亡当時、40歳以上65歳未満の妻・・・遺族厚生年金は生涯受け取れる。
さらに、65歳になるまでは中高齢寡婦加算が、65
歳からはその妻（昭和31年4月1日以前生まれに
限る）は生年月日に応じて減額される経過的寡婦
加算が受け取れる

遺族厚生年金

中高齢寡婦加算
623,800円 経過的寡婦加算 622,000円～0円

妻の老齢基礎年金

65歳

遺族厚生年金

遺族厚生年金

令和7年度額

★ 参考 子のない妻への遺族の年金

ご参考 夫が亡くなったとき、妻が65歳未満の場合

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

★法改正により、中高齢寡婦加算は段階
的に廃止

30



【子のある妻への遺族の年金】

①末子が18歳年度末到達（障害等級1級・2級の子がいる場合には、その子が20歳
に達するまでと、すべての子が18歳年度末に到達するときのうち、遅いとき）までは
遺族厚生年金と遺族基礎年金を受け取れる

②遺族基礎年金が終了した時点で40歳以上65歳未満の妻は、65歳になる前まで中
高齢寡婦加算が、65歳からはその妻（昭和31年4月1日以前生まれに限る）には
生年月日に応じて減額される経過的寡婦加算が加算される

遺族厚生年金

中高齢寡婦加算
623,800円 経過的寡婦加算 622,000～0円

妻の老齢基礎年金

65歳

遺族基礎年金

40歳

末子が18歳年度末到達

妻への遺族年金

令和7年度額

★ 参考 子のある妻への遺族の年金

ご参考 夫が亡くなったとき、妻が65歳未満の場合

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2431



◼ 遺族年金制度の見直し （2028年4月から段階的に）

①遺族厚生年金の男女差を解消
男性は2028年4月から、女性は2028年4月から20年かけて段階的に実施

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）

2025/7/24

★遺族年金の役割を、「生活保障」から「再建」へと変更

32



社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）

★年金改革関連法（2025.6.13可決）

2025/7/24

※（社会保険上の）子がいる場合は遺族基礎年金と遺族厚
生年金を、子がいなくなった以降は有期給付…の流れとなる

33



社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）

加算された結果、現行の約1.3倍
の額になるといわれている

2025/7/24

上乗せされる厚生年金の
記録は最大で2分の１

35



出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13 成立）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2436



②遺族基礎年金の見直し

現行 改正後

◼ 今回の改正の影響を受けない人
①すでに受給権を有している人
②60歳以降の高齢者
③20代から50代の18歳未満の子を有する人

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13 成立）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2437



社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）

★年金改革関連法（2025.6.13可決）

2025/7/24

★家庭環境の変化を踏まえ、子が置かれた状況によって、
遺族基礎年金の支給が停止される不均衡を解消する
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社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）
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出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料（厚生労働省）

①こどもがいる場合に
加算対象となる年金の
拡大

◼ 子に係る加算等の見直し

※子に係る加算については国
内居住要件を設定
※基礎年金と厚生年金を両方
受給している場合は厚生年金
のみに加算が付きます

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2440



②子に係る加算額の引上げ

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）

3人目以降の子も
2人目までの子と
同額に

2025/7/2441



④ 配偶者に係る加算等の見直し

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13可決）

2025/7/2442



◼ 脱退一時金の見直し

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13 成立）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2443



◆ 脱退一時金の説明
●脱退一時金とは
請求することにより、支払った年金保険料の一部を一時金として受けることができる制
度のこと ※一時金を受けた期間は年金に加入しなかったことになる

➢ 対象者：外国籍の場合であって、①②③のすべてに該当する人（※老齢の年金の受給
資格要件を満たさない人に限る）

①厚生年金に6ヶ月以上加入、または、国民年金の保険料を原則として6か月以上納付
②日本国内に住所がない
③年金（障害年金を含む）を受ける権利を有したことがない

➢ この脱退一時金の説明は事業主が説明することとされている
脱退一時金については、日本年金機構HPを参照のこと

https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/seido/sonota-kyufu/dattai-ichiji/20150406.html

★いずれの場合であっても、必ず、あらかじめ、日本年金機構やハローワーク等に確認

★外国人を雇用するとき

参考：国民年金の保険料については一定の保険料免除期
間の扱いもあります。詳細は日本年金機構HPを参照のこと

●国民年金の脱退一時金の支給額
最後に保険料を納付した月が属する年度の保険料額と保険料納付済期間等の月数に応じて計
算→2021年4月より、最後に保険料を納付した月が2021年4月以降の人の場合、計算に用いる
被保険者期間の上限月数が60月（5年）となりました（従前は上限36月）

●厚生年金保険の脱退一時金の支給額
一定式によって決定→2021年4月より、最終月（資格喪失した日の属する月の前月）が2021年4
月以降の人の場合、支給額計算に用いる月数の上限が60月（5年）となりました（従前は上限36月）

★年金改革法（2025年6月13日成立）により、脱退一時金が見
直されます（年金法改正を参照）

2025/7/24社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 44



～外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針～

「労働関係法令及び社会保険関係法令を遵守し、在留資格の範囲内で能力を発揮し就
労できるようするにすること」が指針の基本的考え方である。そのために次のような施策・措
置が規定されている

①募集や採用に関して、国籍による差別的扱いをしない、法令に違反する者からはあっ
せんを受けない、公平な採用選考に努めること等、適正化を図ること

②均等待遇や、外国人労働者が理解できるような労働条件の書面による明示、適正な労
働時間管理、労働基準法の周知等に努めること

③安全衛生教育の実施や、労災防止のための日本語教育の実施及び標識や掲示等の
実施、労働安全衛生法等の関係法令の周知をすること

④労働・社会保険の適正な適用、帰国時の脱退一時金支給の説明の実施
⑤適正な人事管理、日本語教育等の生活指導等、教育訓練の実施、福利厚生施設の

確保努力、帰国及び在留資格の変更時の援助等の適正な人事管理、教育訓練、福利
厚生等の実施

⑥解雇の予防、及び、再就職援助への努力
⑦常時10人以上の外国人労働者を雇用するときの人事課長等の雇用労務責任者の選任

★外国人を雇用するとき

2025/7/24社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 45



◼ 私的年金の見直し

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13 成立）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2446



★企業年金の運用の見える化

出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13 成立）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2447



出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料 （厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13 成立）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2448



出所；年金制度改正法が成立しました 参考資料（厚生労働省）★年金改革関連法（2025.6.13 成立）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2449



労災保険の遺族補償年金受給の男女差を解消へ検討開始（2025.5）

現法では、夫死亡時、妻は年齢に関係なく、毎年年金受給可能⇒夫は、妻が死亡
時に55歳以上で、かつ、実際には受給できるのは60歳から。1965年創設当初から
のしくみ

出所：参考
年金制度改正法が成立しました

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/00001

47284_00017.html

★年金改革関連法（2025.6.13 成立）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2450
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◼103万の壁・106万の壁、130万の壁、150万の壁

103万の壁 106万の壁 130万の壁

一定の短時間労働
者として社会保険に
加入する基準となる
賃金額（月8万８千
円）の年収の目安
※あくまでも目安の額
※現状では、51人以上の
特定適用事業所が対象
(段階的に拡大）

所得税の税扶養親族
になることができる年
収の基準額
※給与所得者のみの場合の、
給与の収入額（パート収入額）
※配偶者については、

別規定あり
★企業の配偶者手当の対象
基準にすることも多いとされ
ている

健康保険の被扶
養者になれる収入
の上限
※60歳以上や一定の障
害の場合180万円未満
※130万円(180万円）以
上となった場合⇒自分
で社会保険に加入(左欄
を除く）。第3号被保険者
は適用外⇒国民年金1
号または2号（厚生年金
加入）に

150万の壁

所得税の配偶者
特別控除の満額
適用がなくなり、段
階的も縮小する基
準額

3つの壁

4つの壁

★3つの壁・４つの壁 ★すべての壁の撤廃・緩和措置が決定

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2451



◼年収の壁・支援強化パッケージ

※いわゆる4つの壁のうち、3つの壁の支援対策

1）106万円の壁への対応

① キャリアアップ助成金に「社会保険適用時処遇改善コース」
■社会保険適用時処遇改善コース
➢ 新たに被用者保険を適用し、労働者の収入を増加させる取組みを行う事業主に助成
➢ 最大3年で計画的に取り組むケースを含め、一定期間で労働者一人最大50万円を助成

※取り組み策：賃上げや所定労働時間の延長、社会保険適用促進手当(後掲)など
➢ 1事業所あたりの申請人数の上限を撤廃
➢ 令和8年3月31にまでに新たに社会保険の加入要件を満たし、加入する者への取組み

が助成対象
➢ 申請書類の簡素化など事務負担も軽減

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

★対象となる労働者：社会保険
の加入日の６か月前の日以前か
ら継続して雇用され、 社会保険
の加入要件を満たさない条件で
就業していた者

2025/7/24

★参考
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② 「社会保険適用促進手当」の扱い
事業主が、被用者保険適用に伴い手取り収入を減らさないように新たに「社会保険促

進手当」を給与や賞与とは別に支給した場合に、本人負担分の保険料相当額を上限と
して、最大2年間、社会保険料の算定(標準報酬月額及び標準賞与額の算定)対象とし
ない

※当該手当により、標準報酬月額や標準賞与額の15％以上分を追加支給した場合は

①のキャリアアップ助成金の支給対象となる場合があります

2）130万円の壁への対応

➢ 従来から一時的に年収130万円以上となった場合、その旨を証明することにより、健康
保険の扶養を直ちに取消すことはしないという仕組みはあった

➢ 労働時間の延長等に伴う一時的な収入変動により年収が130万円以上となった場合で
あって、その旨の事業主の証明を添付することにより、被扶養者認定の判断を迅速に
できるよう明確にした(同一人について原則として連続2回まで)

3）103万円の壁への対応

➢ 多くの企業で支給されている配偶者手当(対象基準が年収103万円）の見直しを促進
➢ 向けた労使の話し合いの中で、配偶者手当の見直しなどが進むように、見直しの手順

をフローチャートで示す等わかりやすい資料を作成・公表→中小企業団体等を通じて
周知

★年収の壁・支援強化パッケージの公表

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2453



◼ 事業主の証明による扶養者認定Q＆A

◆ 社会保険適用促進手当に関するQ＆A

【全体】
年収の壁・支援強化パッケージ 厚生労働省

★年収の壁・支援強化パッケージ

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2023/202312/122

7.files/teate.pdf

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/

2023/202312/1227.files/fuyo.pdf

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/

koyou_roudou/koyou/kyufukin/syakaihoken_tekiy

ou.html

⚫ キャリアアップ助成金(社会保険適用時処遇改善コース）

https://www.mhlw.go.jp/stf/taiou_001_00004.html

「130万円の壁への対応」のところに
事業主証明の例があります

2025/7/2454
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https://www.mhlw.go.jp/stf/taiou_001_00004.html


★キャリアアップ助成金（概要）

キャリアアップ
助成金

◆ 正社員化支援

●正社員化コース
有期雇用労働者等⇒正社員化

※派遣含む
※多様な正社員（勤務地限定

等）を含む

●障害者正社員化コース
障害のある有期雇用労働者等⇒
正規雇用労働者等に転換

◆ 処遇改善支援

●賃金規定等改訂コース
有期雇用労働者等の基本給を３％以上増額
改訂し→昇給
●賃金規定等共通化コース
有期雇用労働者等と正規雇用労働者の共通
の賃金規程等を新たに規定・適用
●賞与・退職金制度導入コース
有期雇用労働者等に賞与・退職金制度を導
入し、支給または積立を実施
●社会保険適用時処遇改善コース
・短時間労働者を新たに社会保険の被保険

者とする際に、当該労働者の収入を増加さ
せる取組として、手当の支給や賃上げ、週
所定労働時間を延長することによって処遇
改善を図った

・ 短時間労働者の週所定労働時間を延長す
ることによって処遇改善を図り、当該労働者

を新たに社会保険の被保険者とした

◼ キャリアアップ助成金
有期雇用労働者等（有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者）の非正規雇用労働
者の正社員化、処遇改善の取り組みを実施した企業への助成制度

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2455



★キャリアアップ助成金（概要）
令和７年度 キャリアアップ助成金

★あくまでも概要です。詳細は必ず予めHPでご確認ください

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2456



★キャリアアップ助成金（概要）

キャリアアップ助成金｜厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou

_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html

令和７年度 キャリアアップ助成金

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2457

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html


従前 変更後

有期→正規80万円（60万円）
無期→正規40万円（30万円）
【加算措置／加算額】
•派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者として直
接雇用した場合28.5万円

•母子家庭の母等又は父子家庭の父9.5万円
（有期→正規の場合）

•人材開発支援助成金の特定の訓練修了後に正社
員転換9.5万円（一部11万円）

（有期→正規の場合）等

【重点支援対象者】
有期→正規80万円（60万円）【2期】
無期→正規40万円（30万円）【2期】
【重点支援対象者以外】
有期→正規40万円（30万円）【1期】
無期→正規20万円（15万円）【１期】

「重点支援対象者」とは
a: 雇入れから３年以上の有期雇用労働者
b: 雇入れから３年未満で、次の①②いずれにも該当する

有期雇用労働者
①過去５年間に正規雇用労働者であった期間が１年以下
②過去１年間に正規雇用労働者として雇用されていない
c: 派遣労働者、母子家庭の母等、人材開発支援助成金

の特定の訓練修了者

※雇用された期間が通算5年を超える有期雇用労働者につい
ては無期雇用労働者とみなします
★新規学卒者については、雇い入れられた日から起算して１年
未満のものについては、支給対象者から除外となった

◼ 見直された助成金 キャリアアップ助成金 （抜粋)

◆ キャリアアップ助成金正社員化コース
有期雇用労働者等を正規雇用労働者に転換等をした場合に助成 （ ）内は大企業の助成額

｢キャリアアップ助成金」は、非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップを促進するため、正社員転
換、処遇改善の取り組みを実施した事業主に対して助成金を支給する制度

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

★見直された助成金

2025/7/2458



従前 変更後

賃金引上げ区分 助成額
３％以上５％未満 ⇒ 5万円(3.3万円)
５%以上 ⇒ 6.5万円(4.3万円)

賃金引上げ区分 助成額
３％以上４％未満 ⇒ ４万円(2.6万円)
４％以上５％未満 ⇒ ５万円(3.3万円)
５％以上６％未満 ⇒ 6.5万円(4.3万円)
６％以上 ⇒ ７万円(4.6万円)

◆ キャリアアップ助成金賃金等改定コース
有期雇用労働者等の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、適用させた場合に助成

（ ）内は大企業の助成額①賃金引上げ区分の拡大（2区分→4区分）と助成額の増額

② 加算措置の新設
有期雇用労働者等の昇給制度を新たに設けた場合、１事業所当たり1回のみ20万円（15万円）を加算

◆ キャリアアップ助成金 全コース
キャリアアップ計画書の取り扱いを簡素化
従前 キャリアアップ計画書を、各コースの取り組み実施日の前日までに管轄の労働局長に提出

し、認定を受ける必要
↓

見直し後 届出のみでよい（事前認定不要）

◼ 見直された助成金 キャリアアップ助成金 （抜粋)

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

https://www.mhlw.go.jp/content/11910500/001469678.pdf

キャリアアップ助成金Q＆A 令和7年度版 P１からP７参照

2025/7/2459

https://www.mhlw.go.jp/content/11910500/001469678.pdf


社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

◼ キャリアアップ助成金「短時間労働者労働時間延長支援コース」が新設されました
（2025年7月）

➢ 短時間労働者の週労働時間を2時間以上延長し、社会保険を適用した場合に支給。
さらなる延長などで2年目も助成あり

➢ 従来からある「社会保険適用時処遇改善コース」は106万円の壁対応、「短時間労働
者労働時間延長支援コース」は130万円の壁（健康保険の扶養）を気にせず働くため
の助成金

➢ 「社会保険適用時処遇改善コース」からの切替も可能
※社会保険適用時処遇コースは令和7年度末までに対象労働者に社会保険の適

用を行った場合を支援対象としているため、令和8年以降に社会保険の適用を
行った場合は、短時間労働者労働時間延長支援コースを活用します

キャリアアップ助成金｜厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koy

ou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html

★キャリアアップ助成金 「短時間労働者労働時間延長支援コース」の新設(2025年7月1日）

2025/7/2460

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html


社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

◼ 2025年度の税制改正法が成立（2025年3月31日）

➢ 2025年から2026年の2年間は、所得税の基礎控除額が、納税者の合計所得に応じて
9段階に（住民税の基礎控除額は据え置き）

➢ 所得税の改正は2025年から、住民税の改正は2026年度（会社員の場合は、2026年6
月から2027年5月徴収分）から適用

◆ 所得税関連
１ 所得税の基礎控除額を合計所得に応じて変える ※住民税の基礎控除は見直しなし

➢ 合計所得金額が132万円（給与収入のみの場合200万円）以下
⇒基礎控除額は95万円（恒常的）

➢ 合計所得金額が132万円超2,350万円（給与収入のみの場合2,545万円）
⇒基礎控除額は所得に応じて88万円から58万円（2025年2026年の2年間のみ）
⇒2027年からは、基礎控除額は一律58万円

２ 給与所得控除額の見直し
➢ 給与所得控除額の最低保障額を10万円UP（55万円から65万円に）

∴ 給与所得の源泉徴収税額表（月額表、日額表）、 賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表、
年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表等について見直す

➢ 現行では、（給与等の金額が161万9千円未満の場合に）55万円の給与所得控除額
の最低保障額を65万円に引き上げ、最低保障控除額の範囲を給与等の金額190万
円まで引き上げる

Ⅱ 税制改正（給与計算等に必要な個人所得税の改正）

2025/7/2461



社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

３ 特定親族特別控除の新設
➢ 居住者が特定親族（生計を一にする年齢19歳以上23歳未満の親族（その居住者の配

偶者及び青色事業専従者等を除くものとし、合計所得金額が123万円以下であるものに
限る）等で控除対象扶養親族に該当しないものをいう）を有する場合には、特定親族特
別控除として、その居住者のその年分の総所得金額等から、その特定親族一人に付き
後掲の表のとおりの控除額を控除する

★令和7年度税制改正（2025年3月31日）

2025/7/2462



令和６年分 基礎控除額の表

※合計所得金額が2,500万円を超える場合には、基礎控除の適用は受けられない

令和７年分 基礎控除額の表

※特定支出控除や所得金額調整控除の適
用がある場合は、表の額とは異なる

※合計所得金額が2,350万円を超える場合
の基礎控除額には変更なし

※住民税における基礎控除は2024年
と同じ

※左表の区分は2025年2026年分のみ2027
年（令和9年）からは88万円・68万円・63万
円は廃止⇒58万円に

★令和7年度税制改正（2025年3月31日） ★基礎控除の見直し

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

資料出所：「令和７年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について
（源泉所得税関係）」（国税庁）

2025/7/2463



合計所得金額（給与収入） 基礎控除額

～2,400万円 （～2,595万円） 48万円

～2,450万円（～2,645万円） 32万円

～2,500万円（～2,695万円） 16万円

2,500万円超（2,695万円超） ０円

※右は変更なしの部分

◼ 給与所得控除額（最低55万円から65万円に10万円UP）

★給与所得控除の見直し

★基礎控除の見直し（前ページ続き）

★令和7年度税制改正（2025年3月31日）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

資料出所：「令和７年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について
（源泉所得税関係）」（国税庁）

2025/7/24

基礎控除額の及び所
得控除額の見直し

給与収入のみの場合、
65万円＋95万円＝
160万円まで所得税

非課税

64



親族等の合計所得金額
参考 収入が給与だけの

場合の収入金額

控除額

改正前 改正後

控除対象扶養親族

（特定扶養控除）

48万円以下 （改正前 103万円以下）
123万円以下

63万円
63万円

48万円超58万円以下

なし特定親族
特別控除

58万円超85万円以下 123万円超150万円以下 63万円

85万円超90万円以下 150万円超155万円以下 61万円

90万円超95万円以下 155万円超160万円以下 51万円

95万円超100万円以下 160万円超165万円以下 41万円

100万円超105万円以下 165万円超170万円以下 31万円

105万円超110万円以下 170万円超175万円以下 21万円

110万円超115万円以下 175万円超180万円以下 11万円

115万円超120万円以下 180万円超185万円以下 6万円

120万円超123万円以下 185万円超188万円以下 3万円

★特定親族特別控除の創設

【特定親族特別控除額の表】
※特定支出控除の適用がある
場合は、表の金額と異なる

⚫ 居住者が特定親族を有する場合、その居住者の総所得金額等から、その特定親族一人につき、
その特定親族の合計所得金額に応じて下表の金額を控除する制度の創設

★令和7年度税制改正（2025年3月31日）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

資料出所：「令和７年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について
（源泉所得税関係）」（国税庁）

2025/7/2465



社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

４ その他、扶養親族等のルールの見直し

★令和7年度税制改正（2025年3月31日）

令和7年分以後の所得税について適用。令和7年分は年末調整で対応。給与所得の
源泉徴収税額表（月額表、日額表）、 賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表、年末
調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表等については、令和8年1月1日
以後に支払うべき給与等について適用→∴源泉徴収は令和8年から

➢ 同一生計配偶者及び扶養親族の合計所得金額要件：
48万円以下（現行）→58万円以下に引き上げ
∴給与収入のみの場合、123万円まで税扶養になれる

★扶養親族等の要件の合計所得金額及び給与所得控除額が各10万円ＵＰしたた
め、103万円の壁→123万円（＝58万円＋65万円）の壁

➢ ひとり親の生計を一にする子の総所得金額等の合計額の要件：
48万円以下（現行）→58万円以下に引き上げ（同上）

➢ 勤労学生の合計所得金額要件：
75万円以下（現行）→85万円以下に引き上げ
∴給与収入のみの場合、年収150万円まで非課税

➢ 家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例について、必要経費に算入する
金額の最低保障額：55万円（現行）→65万円に引き上げ
※その他所要の措置を講ずる。
※上記の改正は、令和7年分以後の所得税について適用する

（住民税は令和8年度から適用）

★高校生の扶養控除は維持（来年以降の税制改正で検討）

2025/7/2466



社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

◼ 子育て支援に関する政策税制

⚫ 生命保険料控除の見直し（1年間拡充）
新生命保険料に係る一般生命保険料控除について、居住者が年齢 23 歳未満の扶養親族を有
する場合→令和８年分における一般生命保険料控除の控除額の計算を次のとおりとする

●新一般の生命保険料控除・・・A

年間保険料の金額 控除額

20,000円以下 支払った保険料の全額

20,001円～40,000円 （支払った保険料の全額の合計額）×1/2+10,000円

40,001円～80,000円 （支払った保険料の全額の合計額）×1/4+20,000円

80,001円以上 40,000円（一律）

年間保険料の金額 控除額

30,000円以下 支払った保険料の全額

30,001円～60,000円 （支払った保険料の全額の合計額）×1/2+15,000円

60,001円～120,000円 （支払った保険料の全額の合計額）×1/4+30,000円

120,001円以上 60,000円（一律）

現行

★令和8年分

★令和7年度税制改正（2025年3月31日）

2025/7/2467



社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

➢ 旧生命保険料及び前ページAの適用がある新生命保険料を支払った場合
→ 一般生命保険料控除の適用限度額は６万円（現行４万円）とする

➢ 前ページAの見直しに伴い、給与所得者の保険料控除申告書等についてその記載
事項の見直しを行う

➢ 一般生命保険料控除、介護医療保険料控除及び個人年金保険料控除の合計適用
限度額は12万円とする（現行と同じ）

⚫ 住宅ローン減税の借入金限度額の上限特例を1年延長

【対象者】 本人か配偶者が39歳以下の人又は18 歳以下の扶養親族を有する人

住宅の区分 借入金限度額 ※（ ）内は特例以外の限度額

認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅 5,000万円（4,500万円）

ＺＥＨ水準省エネ住宅 4,500万円（3,500万円）

省エネ基準適合住宅 4,000万円（3,000万円）

◆新築の場合

・この他、リフォームした場合の特例措置も2025年末まで延長。東日本大震災の被災者等の特例も
あります

★令和7年度税制改正（2025年3月31日） ★退職所得とDC一時金の税改正については、⑬ご参照

2025/7/2468



2025/7/24社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

◼ 令和7年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について

令和7年3月31日に令和7年度税制改正が成立。所得税の「基礎控除」や「給与所得控
除額」が見直され、さらに「特定親族特別控除」が創設されます。
法律の施行日は令和7年12月1日とされましたが、実際には、令和7年分以後の所得税に
ついて適用されることとなっています。

→給与所得については年末調整などで清算します

「令和7年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について（源泉徴収
税）」国税庁より抜粋

★令和7年度税制改正（2025年3月31日）
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★レイアウトは、今後変更される場合があります

70



ｎ

2025/7/24社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

★レイアウトは、今後変更される場合があります
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【ご参考】

https://www.nta.go.jp/users/gensen/2025kiso/index.htm

令和７年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について

（国税庁）

官報 令和7年3月31日 特別号外8号

今回参照 P12 P17 Ｐ25

★参考

https://www.kanpo.go.jp/old/202503.html
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◆ 確定拠出年金関連の見直し

１） iDeCo（個人型確定拠出年金）の掛け金の限度額を引き上げ

【iDeCoを含む確定拠出年金等の非課税上限額/月額】

iDeCoを含む企業型DC等掛け金の上限 iDeCoの上限

自営業等（国民年金第1号被保険者
や任意加入被保険者）

68,000円㊟１

会社員 企業型DCやDBあり 55,000円 20,000円㊟2

企業型DCやDBなし 23,000円

公務員 20,000円

国民年金第3号被保険者 23,000円

★現行

㊟１ 国民年金基金や国民年金の付加保険料との合算額
㊟2 55,000円から企業型DCやDBの掛け金の合計額を差し引いた額が2万円未満の場合はその額

（ただし、最低掛け金額あり）

◼ 確定拠出年金関連の見直し ※確定拠出年金法等の改正を前提とした見通し⇒成立

2025/7/24

Ⅲ 確定拠出年金関連の見直し
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iDeCoを含む企業型DC
等掛け金の上限

iDeCoの上限

自営業等（国民年金第1号被保険者
や任意加入被保険者）

75,000円㊟１

会社員
企業型DCやDBあり 62,000円

★iDeCoの上限額＝62,000円－
企業型DCやＤＢの掛け金の額

企業型DCやDBなし 62,000円

公務員 （62,000円） ★iDeCoの上限額＝62,000円－
企業型DCやＤＢの掛け金の額
※DBにあたる金額が一律8,000
円とみなされている→∴実質
54,000円

国民年金第3号被保険者 23,000円

★改正後（2027年春施行？）

㊟１ 国民年金基金や国民年金の付加保険料との合算額

【iDeCoを含む確定拠出年金等の非課税上限額/月額】

2025/7/24

◆ 確定拠出年金関連の見直し
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２） iDeCo（個人型確定拠出年金）制度の対象者の拡大

⚫ 掛け金を拠出できる年齢を70歳未満まで延ばす（現行は最大65歳未満）

⚫ 具体的には、個人型確定拠出年金制度について、60歳以上70歳未満であって現
行のiDeCo（個人型確定拠出年金）に加入できない人のうち、

・iDeCo（個人型確定拠出年金）の加入者・ 運用指図者であった人
・私的年金の資産をiDeCo（個人型確定拠出年金）に移換でき る人であって、老齢

基礎年金及びiDeCo（個人型確定拠出年金）の老齢給付金を受給していない人
のいずれかに該当する人を新たに制度の対象とし、その拠出限度額は月額62,000 
万円とする
※現行は現に公的年金の被保険者（ただし65歳未満）のみ加入可能

３） 企業型DC（企業型確定拠出）におけるマッチング拠出のルール変更

⚫ 企業型確定拠出年金制度におけるマッチング拠出について、「企業型年金加入
者掛金の額は事業主掛金の額を超えることができない」とする要件を廃止

2025/7/24

◆ 確定拠出年金関連の見直し
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4） DCを一時金で受け取る際の退職所得控除の制度の変更
2026年1月以降にDCを一時金で受け取るケースから適用

現行：退職金より先にDCの一時金を受け取る場合、5年の間隔があれば、退職金もDC
一時金も、それぞれの勤続年数や加入期間分の退職所得控除をフルに受けられる
※5年を経たないと、重複部分を除いて計算→控除額が減る

変更後：退職金より先にDCの一時金を受け取る場合、10年の間隔があれば、退職金も
DC一時金も、それぞれの勤続年数や加入期間分の退職所得控除をフルに受けられる
※10年を経たないと、重複部分を除いて計算→控除額が減る

➢ DC一時金と退職金について、退職所得控除額をそれぞれ満額を使うためには10年
の間隔が必要となる。65歳定年で65歳で退職金を受給するケースもでてきている状
況では、従来の5年間隔では両方フル活用できるため、退職所得控除額のいわゆる
二重取りができてしまう。そのリスクを回避するための見直し

➢ 増税になるケースもあり「改悪」との声もあるが、「受け取る時期の違いで差が出るのは、
課税の公平性の観点で議論があった（財務省主税局）」「そもそも退職所得控除の二
重取りは原則抑制するのが原則。ともに高額な人が過剰に有利だから避けるべき」とさ
れている

2025/7/24

◆ 確定拠出年金関連の見直し
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⚫ 退職金を先に受け取る場合は、20年以上後にDCを受給しないと、退職所得控除額
はそれぞれフルで使えない ※2022年3月までは15年だった。かつてはiDeCo受給開始が
70歳までだったが、2022年4月から75歳まで延ばせるようになった→∴15年ではＤＣ一時金と退
職金で退職所得控除額のフル活用が可能になったため、2022年4月から20年に延ばした

↑
日本の企業の多くは60歳定年で、再雇用であっても60歳で退職金を受給することが
多い→ＤＣは60歳以降に受け取れる→∴退職金を先にもらうケースは少ない

【考えられる受給の仕方の選択肢】

DCは年金で受け取り（雑所
得）、退職金は退職所得控
除額をフルで活用する

退職金がそれほど多くない（退
職所得控除額に満たない）場
合は、DCの一部を一時金で
他を年金で受け取り、退職所
得控除額を退職金とDC一時
金で最大限活用する

税の増加に関わらず、DCを
一時金で退職金も受け取る
∵年金で受給することにより
収入がUP⇒社会保険料や
税がUPの可能性あり

2025/7/24

◆ 確定拠出年金関連の見直し
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例）iDeCoを先に受給 現行 2026年以降（予定）

iDeCo受給年を含めて5年
以内に退職金を受給する
ときは二重取り不可

iDeCo受給年を含めた10
年以内に退職金を受給す
るときは二重取り不可

例）退職金を先に受給 2022年3月まで 2022年4月以降

退職金受給の年を含めて
15年以内にiDeCoを受給
ならば二重取り不可

退職金受給の年を含めて
20年以内にiDeCoを受給
ならば二重取り不可

【退職所得控除額をダブルでフル活用する（＝いわゆる「二重取り」）回避のための改正】

2025/7/24

◆ 確定拠出年金関連の見直し
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例）60歳でDC1,000万円を一括受給（加入年数は22年）
65歳で退職金を1,850万円一括受給（勤続年数は35年）※転職経験なし

【課税される退職所得額】

60歳での
DC受給

退職所得控除額 40万円✖20年＋70万円✖（22年－20年）＝940万円

退職所得額 （1,000万円－940万円）÷2＝30万円

65歳での
退職金受給

退職所得控除額 40万円✖20年＋70万円✖（35年－20年）＝1,850万円

退職所得額 （1,850万円－1,850万円）÷2＝0万円

60歳での
DC受給

退職所得控除額 40万円✖20年＋70万円✖（22年－20年）＝940万円

退職所得額 （1,000万円－940万円）÷2＝30万円

65歳での
退職金受給

退職所得控除額 ①40万円✖20年＋70万円✖（35年－20年）＝1,850万円
②40万円✖20年＋70万円✖（22年－20年）＝ 940万円

（DCと重複する部分）
①－②＝910万円

退職所得額 （1,850万円－910万円）÷2＝470万円

◆ 現行：30万円

◆ 改正後；500万円

★税務署に提出する「退職所得の源泉徴収票」の ①対象を、現行の役員等
からすべての居住者にする ②記載事項の見直し も予定されています

◆ 確定拠出関連の見直し
（税制改正 2025年3月31日
成立）
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◼ 退職金と税

1. 「退職所得の受給に関する申告書」を提出した場合
源泉徴収税額は
【退職手当金等の額－退職所得控除額】×1/2に対して、課税される

2. 「退職所得の受給に関する申告書」の提出がなかった場合
源泉徴収税額は20％（※平成25年1月～令和19年12月までは20.42％）

＊計算の結果、税額に円未満の端数がある場合は切捨てます

＊確定申告で再計算することにより、過払い分は還付されます

勤続年数
退職所得控除額

一般退職 障害退職

2年以下 80万円 180万円

3年～20年 勤続年数×40万円 180万円+（勤続年数-2年）×40万円

20年以上 800万円+（勤続年数－20年）×70万円 900万円+（勤続年数－20年）×70万円

＊勤続年数は、月単位の端数は切り上げる
＊障害退職とは、障害になったことを起因とする一定の退職のこと。それ以外は一般退職

*課税対象の場合には、別途住民税がかかります
*退職金を遺族が受けるときは、相続税(場合によっては遺族の一時所得）の対象となります

※DC（確定拠出年金）を一時金で受けた場合も、退職所得扱いで課税さ
れます

★参考 退職金と税

★短期退職手当等（勤続5年以下）の課税方式が変わっています
（令和4年1月1日以後に支払うべき退職手当等が対象）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2480



※「退職所得の受給に関する申告書」の提出がなかった場合は、退職手当等の
額の20.42％の税となります

＊課税所得金額（「退職所得の受給に関する申告書」の提出があった場合に、退職手当等の収入金額から退職
所得控除額を控除した残額の２分の１相当額。ただし、特定役員等退職手当に該当する部分は2分の１にしない額）
に1,000円未満の端数があるときは、これを切捨てます。

例）勤続25年で1,500万円の退職金が支給される場合（一般退職）
非課税額は、800万円＋70万円×（25年－20年）＝1,150万円
課税額は、（1,500万円－1,150万円）×1/2＝175万円
∴所得税は、175万円×5％×102.1％＝8万9,337円

※他に住民税がかかります

令和7年版源泉徴収のあらまし
国税庁HPより

★参考 退職金と税

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2481



◼ 雇用保険等の制度の改正

➢ 雇用保険制度の適用拡大(2028年（令和10年）10月施行）
･週所定労働時間10時間以上まで拡大
･適用拡大に伴う、被保険者期間の算定基準(11日以上⇒6日以上/80時間以上→40時間以上）、失
業認定基準等（労働した日であっても労働時間が4時間未満にとどまる場合は失業日と認定→2時間
未満）、賃金日額の法定下限額等の見直し
・複数事業所で雇用されている労働者の適用の明確化

➢ 基本手当(2025年（令和7年）4月1日施行）
・自己都合離職者の給付制限を1か月に短縮 （5年間で3回以上の自己都合退職は3か月）
・離職期間中や、離職日から遡って1年の在籍期間中に教育訓練を受けた場合は給付制限を

解除(給付制限なし）
・雇止めによる離職者に対する暫定措置等を2年間延長(90日から150日→90日から330日）

➢ 就職促進給付(2025年（令和7年）4月1日施行）
・就業手当の廃止
・就業促進定着手当の給付率の引下げ(上限を支給残日数の40％または３０％⇒20％に引下げ）

➢ 教育訓練給付 ※リ・スキリングの推進
①（2024年（令和6年）10月1日施行）
・専門実践教育訓練給付金の訓練受講前後で賃金が5％以上上昇した場合の追加給付

(10％）創設
・特定一般教育訓練給付金に資格取得等をした場合の追加給付（10％）創設

②（令和7年4月1日施行）
・教育訓練支援給付金（算定措置）の給付率を基本手当日額の60％に引き下げて2年間延長

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

Ⅳ 雇用保険法等の一部改正
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③2025年（令和7年）10月1日施行
・在職中に会社の休暇制度を利用して、教育訓練を受ける期間の生活を支える教育訓練休暇
給付金（仮称)を創設
※被保険者期間5年以上が対象→失業給付と同水準(給付額及び給付日数を想定）
※この他、被保険者以外を対象に、教育訓練の受講費用や期間中の生活費用を融資する制度

を創設予定（求職者支援制度）
※雇用保険非加入者やフリーランスから雇用されることを目指す人を対象として想定

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

★雇用保険法等の一部改正

2025/7/24

●2025年(令和７年）４月1日施行
➢ 教育訓練支援給付金（算定措置）の給

付率を基本手当日額の60％に引き下げ
て2年間延長

※参考 教育訓練支援給付金（算定措置）の給付率を基本手当日額の60％に引き下げて2年間延長
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1. 雇用保険制度の適用拡大(2028年（令和10年）10月1日施行）

➢ 雇用保険の加入要件のうち、週所定労働時間を20時間以上から10時間以上に変更
※給付は別基準とせず、現行の被保険者と同様に、基本手当、教育訓練給付、

育児休業給付金を支給。保険料率も同水準とする
➢ 被保険者月数の算定及び失業認定基準を、現行の2分の１に改正

★65歳以上の雇用保険マルチジョブホルダー制度につい
ても、週所定労働時間を10時間以上に見直される予定

出所：雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第26号）の概要
改正の趣旨 令和６年５月１０日成立

★雇用保険法等の一部改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2484



◼ 雇用保険に加入する人

★他に、短期雇用特例被保険者（一部の季節労働者）、日雇被保険者（一定の日雇労働者）がいます

(日雇い労働者等を除く一般的な加入の場合）
★常用雇用される社員。法人の代表者は雇用保険加入は不可

パートタイム労働者の加入判断基準は下記の通り

週所定労働時間20時間以上
且つ

31日以上引き続き雇用見込みあり

◆雇用保険マルチジョブホルダー
制度とは

65歳以上の高齢者につき雇用保
険の加入基準を緩和する制度
⇒1社で週20時間以上ではなく、
複数社で合算週20時間以上とす
る
※実際には、2社合計とし、１社に
つき週5時間以上

★適用基準を週10時間以上20時間未満の
労働者に拡大→令和10年10月施行→併せ
て雇用保険マルチジョブホルダー制度でも
同様とする

★参考 雇用保険の加入要件

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

事業主の皆さまへ 「雇用保
険マルチジョブホルダー制
度」を新設します 2022年１月
１日スタート

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000838542.pdf
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2. 基本手当の給付制限の見直し及び雇止めによる離職者の特例延長
（2025年（令和７年）４月1日施行）

➢ 離職期間中や離職日前1年以内に、自ら雇用の安定及び就職の促進に資する教
育訓練を行った場合、給付制限を解除
★通達改正により、原則の給付制限を2か月→1か月、ただし、5年間で3回以上の自

己都合離職の場合の給付制限は3か月

出所：雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第26号）の概要
改正の趣旨 令和６年５月１０日成立★雇用保険法等の一部改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2486



◼ 基本手当（いわゆる60歳台前半退職までの失業保険）

基本手当をもらえる人とは。。。
1．労働者が離職し、労働の意思および能力を有するにもかかわらず、

職業に就くことができない状態にあること
2.原則として、離職日以前2年間に、被保険者期間（離職日から1か月ずつ遡っ

て区切った期間に賃金支払い基礎日数が11日以上ある月または賃金支払い基礎と

なった労働時間数が80時間以上の月を１か月とする）が通算して12か月以上ある
こと

＊特定受給資格者や特定理由離職者は、受給要件の緩和（離職日以前1年間に被保険者期間が通算して６か
月以上でも可）や一部所定給付日数の拡充措置がある

離
職

管
轄
公
共
職
業
安
定
所

(

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
）に
出
頭
し
、

求
職
の
申
し
込
み

待
期
（通
算
7
日
）

説明会参加 4
週
間
毎
の
失
業
認
定
日

に
出
頭
し
、
失
業
認
定
を
受

け
、
基
本
手
当
を
受
給
す
る
。

以
後
も
4
週
間
毎
の
認
定

日
に
出
頭
し
、
失
業
認
定
を

受
け
る

＊
一
定
の
求
職
活
動
要

・受給期限は離職日の翌日から1年以内

自己都合退職の場
合には、待期後１か
月（２か月）または3
か月㊟の受給制限
あり。定年退職の場
合には、原則として
受給制限はない

「完全月」という

※雇用保険の加入基準の適用拡大に伴い、 2028年（令和10年）10月
から、 11日以上⇒6日以上、80時間以上→40時間以上に見直されます★雇用保険法等の一部改正
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◼ 正当な理由がない自己都
合により退職した場合、５
年間のうち2回までは給付
制限期間を１か月に短縮
（2025年4月1日以降の離
職が対象）

※ 自己の責めに帰すべき重大
な理由で退職した場合の給付制
限期間は、従来通り３か月

令
和
7
年
4
月
1
日

離
職
日
①

離
職
日
②

離
職
日
③

給付制限
1か月

給付制限
1か月

給付制限
1か月

5年間

令
和
7
年
4
月
1
日

離
職
日
①

離
職
日
②

離
職
日
③

給付制限
1か月

給付制限
1か月

給付制限
3か月

5年間

令
和
7
年
4
月
1
日

離
職
日
①

離
職
日
②

離
職
日
③

給付制限
2か月

給付制限
2か月

給付制限
1か月

5年間

★改正法施行（2025年4月1日）
①自己都合退職者の給付制限
を1か月に短縮、ただし、5年間
で3回以上の場合は3か月
②離職期間中や、離職日から
遡って1年の在職期間に教育訓
練を受けた場合は、給付制限を
解除
③雇止めによる離職者に対する
給付日数に係る特例の暫定措
置等を2年間延長

①給付制限が1か月となる場合

②給付制限が3か月となる場合

③2025年（令和7年）3月31日以前に自己都合で離職している場合

♦ 給付制限期間の短縮
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鳥取労働局ＨＰ LL020617保01

参考

★2025年3月31日まで
に離職した場合は
右図の通り。

2025年4月1日以後に
離職した場合は
右図の2か月⇒1か月
に短縮。
その際は改正日を
令和7年4月1日と読み
替えます

♦ 給付制限期間の短縮
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◼ 令和７年４月以降に教育訓練等を受ける場合、 給付制限が解除され、基本手当
を受給できます（令和７年４月１日施行）

雇用保険の被保険者が正当な理由がなく自己の都合によって退職した場合には、
基本手当の受給資格決定日から７日間の待期期間満了後１～３か月間は基本手当
を支給されない（「給付制限」という）

令和７年４月以降にリ・スキリングのために教育訓練等を受けた（受けている）場合、
給付制限が解除され、 基本手当を受給できるようになりました
※重責解雇された場合は、本取扱いの対象外

➢ 給付制限が解除され受給できる人
次のいずれかの教育訓練等（令和７年４月１日以降に受講を開始したものに限る）を
離職日前１年以内に受けた人（途中退校は該当しません） または離職日以後に受け
ている人

① 教育訓練給付金の対象となる教育訓練
② 公共職業訓練等
③ 短期訓練受講費の対象となる教育訓練
④ ①～③に準ずるものとして職業安定局長が定める訓練

♦給付制限期間の短縮
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◆ 適用されるには申出が必要です。期限もあり要注意です！

令和７年４月以降に教
育訓練等を受ける場
合、 給付制限が解除
され、基本手当を受給
できます（厚生労働省
ハローワーク）

https://www.mhl

w.go.jp/content/

001441564.pdf

◼ イメージ

♦給付制限期間の短縮

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/2491
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➢ 雇止めによる離職者に対する暫定措置を2年間延長(令和8年度末まで）

出所：雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第26号）の概要
改正の趣旨 令和６年５月１０日成立★雇用保険法等の一部改正
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3. 就業手当の廃止/就業促進定着手当の上限の引下げ
（2025年（令和７年）４月1日施行）

➢ 就業手当の廃止
➢ 就業促進定着手当の支給上限を、支給残日数の20％に引き下げ

出所：雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第26号）の概要
改正の趣旨 令和６年５月１０日成立★雇用保険法等の一部改正
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➢ 専門実践教育訓練給付金の訓練受講前後で賃金が５％以上上昇した場合であって、
現行の資格取得等を要件とする追加給付を受けている場合→現行の追加給付に加え、
さらに受講費用の10％(年間上限8万円予定）を追加給付
→∴合計最大80％を追加給付

➢ 特定一般教育訓練給付金に、資格取得をして就職等した（雇用されまたは雇用され
ている）場合→受講費用の10％(上限５万円予定）を追加給付

→∴合計最大50％を追加支給

※一般は従来通り、本体給付20％で変更なし

※2024年（令和6年）10月1日以降の受講開始が条件

◼ 2024年(令和6年）10月から、教育訓練給付金が変わりました

4． 教育訓練給付 ※リ・スキリングの推進

出所：雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第26号）の概要
改正の趣旨 令和６年５月１０日成立★雇用保険法等の一部改正
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●2025年(令和７年）10月1日施行
・在職中に会社の休暇制度を利用して、教育訓練を受ける期間の生活を支える教育訓

練休暇給付金を創設

■上記の他、雇用保険被保険者以外の人（雇用保険の適用を受けない労働者や離職者、雇用保険
の受給が終了した離職者、雇用されることを目指すフリーランスなど）を対象に、教育訓練費用と生活
費を融資対象とする新たな融資制度を創設(令和7年10月））
●融資内容（予定）： 貸付上限240万円（年間）/融資期間最大2年間/利率2％ 教育訓練修了後に

賃金が1割以上ＵＰした場合は残債務の5割を免除。大学院や専門学校の授業、
ハローワークの職業訓練が対象。修了後は企業への就職を目指す（2025.3）

➢ 雇用保険の被保険者が教育訓練を受けるための休暇を取得した場合に、基本手
当に相当する給付として、賃金の一定割合を支給する

会社に教育訓練を受けるための長期間の
休暇制度が整備されていることが前提

※受講後に離職した場合→休暇取得前の被保険者であった期間は、基本手当の受講資格の決定や所定給付日
数の算定に用いる期間から除外される

出所：雇用保険法等の一部を改正する法律（令和6年法律
第26号）の概要（令和６年5月10日成立）

★社員の自由な学びを会社が応援する「リスキリング休暇」が広まっています

★教育訓練休暇給付金が創設されます
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◼高年齢雇用継続基本給付金

60歳 65歳
5年以上雇用保険に加入

賃金 賃金

支給期間

60歳ですでに
雇用保険に
5年以上加入
のケース

★参考 高年齢雇用継続基本給付金とは

賃金が60歳到達時賃金の７５％未満

※上記の他に、60歳時には雇用保険の加入期間が5年ない場合や、60歳前後で再就職
した場合などの給付があります

安くなった賃金の最高15％
※2025年4月1日以後に60歳に達した人（雇用保険に5年以上加入）から、

上限が15％から10％に引き下げ

定年後再雇用などで、再雇用後、60歳以降65歳になるまで賃金が下がった場合には、
一定の要件の下、低くなった賃金の15％を上限として、高年齢雇用継続給付金が受給さ
れます。支給額等には上限と下限があります

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

Ⅴ その他の雇用保険法の改正
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※令和7年4月1日以降に60歳に達した日（そ
の日時点で被保険者の期間が5年以上ない
場合は、その期間が5年を満たすこととなった
日）を迎えた人が見直しの対象

※その前にすでに60歳に達していた人（被保
険者期間が5年以上に限る）は最大15％の支
給率

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu

nya/0000160564_00043.html

令和7年4月1日から高年齢雇用継続給付
の支給率を変更します（厚生労働省）

令
和
7
年
4
月
1
日
以
降
の
支
給
率
早
見
表

◆ 令和7年4月1日以降・・・高年齢雇用継続基本給付金の支給率が見直されました
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△2． 高年齢雇用継続給付との併用調整による支給停止額

支給される在職老齢年金

△1. 在職老齢年金による支給停止額

2. 高年齢雇用継続給付（賃金の10％（15％）が上限）

１． 賃金（60歳当時の75％未満）

支
給
調
整
前
の

60
歳
台
前
半
の
老
齢
厚
生
年
金

➢ 60歳台前半の在職老齢年金と雇用保険の給付

支
給
調
整
後
の
収
入
（額
面
）

60歳前半の賃金が、60歳到達時の
賃金の７５％未満になったケース

（高年齢雇用継続給付金は65歳に達する月までが対象）
★65歳到達月の翌月からは１と△１の調整のみになります★参考 在職老齢年金のしくみ

（イメージ）
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Ｐ99 ２に該当

60歳到達時
賃金と計算
対象となる月
の「賃金」を
比べて、安く
なった「賃金」
に支給率を
乗じた額が
支給される

Ｐ99 △２に該当

60歳到達時
賃金と計算
対象となる
月の「標準
報酬月額」と
を比べ低下
率を算出し、
今月の「標準
報酬月額」に
支給停止率
を乗じた額を
マイナスする

★従前の高年齢雇用継続給付関連の支給・支給停止率表
対象者：2025年3月31日までに60歳に達した（被保険者期間が5年以上に限る）人

※2025年度からは賃金低下率64％以下のとき
最大の10％支給/支給停止率4.0％となります
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「60 歳到達時の賃金月額」に対する 

「標準報酬月額」の割合に応じた年金の 

支給停止率 早見表 2025 年 4 月 1 日改定 

（表示上小数点以下２ケタ未満を四捨五入） 

低下率 ⽀給率

75.00％以上 0.00%

74.00% 0.79%

73.00% 1.59%

72.00% 2.42%

71.00% 3.28%

70.00% 4.16%

69.00% 5.06%

68.00% 5.99%

67.00% 6.95%

66.00% 7.93%

65.00% 8.95%

64.00%以下 10.00%

高年齢雇用継続給付の給付金支給率早見表 

  2025 年 4 月 1 日改定 

★従前の高年齢雇用継続給付関連の支給・支給停止率表
対象者：2025年4月1日以後に60歳に達する（被保険者期間が5年以上に限る）人

Ｐ99 ２に該当Ｐ99 △２に該当

標準報酬月額
60歳到達時賃金

月額

年金停止
率

75.00%以上 0.00%

74.00% 0.31%

73.00% 0.64%

72.00% 0.97%

71.00% 1.31%

70.00% 1.66%

69.00% 2.02%

68.00% 2.40%

67.00% 2.78%

66.00% 3.17%

65.00% 3.58%

64.00%以下 4.00%
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◼ ❶子の看護休暇

改正内容 現行 改正後 義務 規程等の見直し

対象となる労働者 小学校就学の始期に達するまで 小学校3年生修了まで ●
㊟

●

取得事由 ①病気・ケガ
②予防接種・健康診断

①病気：ケガ
②予防接種・健康診断
③感染症に伴う学級閉鎖等
④入園（入学）式・卒園式

労使協定による除
外できる労働者

①週所定労働日数2日以下
②継続雇用期間６か月未満

①週所定労働日数2日以下

名称 看護休暇 看護等休暇

◼ ❷介護休暇

改正内容 現行 改正後 義務 規程等の見直し

労使協定による除
外できる労働者

①週所定労働日数2日以下
②継続雇用期間６か月未満

①週所定労働日数2日以下 ●
㊟

●

㊟労使協定がある場合

㊟労使協定がある場合

◆ ２０２５年４月１日施行

※授業参観や運動会に参加する場合は、法的には子の看護等休暇の取得事由として認められいない→法を上回る
措置として事業主が独自の判断で取得事由に含めるこ とは差し支えない

9歳に達する日以後の最初の
3月31日までの間にある子

★2025年度 育児介護休業法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

Ⅵ 育児休業介護休業法の改正
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◼ ❸所定外労働の制限

改正内容 現行 改正後 義務 規程等の見直し

対象となる労働者 3歳未満の子を養育する労働者 小学校就学前の子を養育する
労働者

● ●

◼ ❹短時間勤務制度（3歳未満）の代替措置

改正内容 現行 改正後 規程等の見直し

代替措置の追加 ①育児休業に関する制度に準ず
る措置
②始業時刻の変更等

※フレックスタイム制/始業・終業
時刻の繰上げ・繰下げ/保育施設
の設置運営など

①育児休業に関する制度に準
ずる措置
②始業時刻の変更等

※フレックスタイム制/始業・終
業時刻の繰上げ・繰下げ/保育
施設の設置運営など
③テレワーク等の措置 ㊟１

●
選択する場合

㊟２

㊟１ テレワーク等とは情報通信技術等を利用しない業務を含む

㊟２ 短時間勤務制度を講ずることが困難と認められる業務があり、労使協定で除外規定を定め代替措置を講じてい
る場合であって、テレワーク等を選択する場合

※➓（１）の柔軟な働き方を実現するための措置により選択された措置を利用している期間も、所定外労働の制限を同時
に請求可能

★2025年度 育児介護休業法の改正
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◼ ➎育児のためのテレワーク等の導入（努力義務）

改正事項 規程等の見直し

3歳未満の子を養育する労働者がテレワーク等を選択できるようにする ● 選択する場合

◼ ❼介護離職防止のための雇用環境整備

改正事項 義務

介護休業や介護両立支援制度等（㊟）の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下の
①～④いずれかの措置を講じなければならない
①介護休業・介護両立支援制度等に関する研修の実施
②介護休業・介護両立支援制度等に関する相談体制の整備（相談窓口設置）
③自社の労働者の介護休業取得・介護両立支援制度等の利用の事例の収集・提供
④自社の労働者へ介護休業・介護両立支援制度等の利用促進に関する方針の周知
㊟介護両立支援：ⅰ介護休暇に関する制度、ⅱ所定外労働の制限に関する制度、ⅲ 時間外労働
の制限に関する制度、 ⅳ 深夜業の制限に関する制度、ⅴ介護のための所定労働時間の短縮等
の措置

●

※①から④のうち複数の措置を講ずることが望ましい

◼ ➏介護のためのテレワーク等の導入（努力義務）

改正事項 規程等の見直し

要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワーク等を選択できるようにする ● 選択する場合

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

★2025年度 育児介護休業法の改正

103



◼ ➑ 介護離職防止のための個別の周知・意向確認等

改正事項 義務

介護に直面した旨の申出をした労働者に対して、事業主は介護休業制度等に関する次の事項の周知と
介護休業の取得・介護両立支援制度等の利用の意向の確認を、個別に行わなければならない
※ 取得・利用を控えさせるような個別周知と意向確認は認められない
【周知事項】
①介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（介護休暇/所定外労働の制限/時間外労働の制限/

深夜業の制限/介護のための所定労働時間の短縮等）の内容
②介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）
③介護休業給付金に関すること
【手法】
①から④のいずれか
①面談
②書面交付
③FAX
④電子メール等 ※労働者が、電子メールの記録を出力→書面作成できるものに限る
※①はオンライン面談も可能
※③④は労働者が希望した場合のみ

●

A 介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認

※個別の周知・意向確認する人
人事部でなくても、事業主から委任を受けていれば、所属長や直属の上司であってもOK。所属長や 直属の上司が実
施することで、労働者が意向の表明をしにくい状況にならないよう、実施者となる所属長や直属の上司に対し、制度の
趣旨や適切な実施方法等を十分に周知し ておくことが重要
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改正事項 義務

労働者が介護に直面する前の早い段階で、介護休業や介護両立支援制度等の理解と関心を深めるため、
事業主は介護休業制度等に関する次の事項について情報提供しなければならない
【情報提供期間】
①労働者が40歳に達する日（誕生日前日）の属する年度の初日から末日までの期間
②労働者が40歳に達した日の翌日（誕生日）から起算して１年間 のいずれか
【情報提供事項】
①介護休業に関する制度及び介護両立支援制度等（制度の内容） ②介護休業及び介護両立支援制度
等の申出先（例：人事部など） ③介護休業給付に関すること
【情報提供手法】
①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか ※①はオンライン面談も可能

●

Ｂ 介護に直面する前の早い段階(40歳等)での情報提供

※情報提供に当たっては、「介護休業制度」は、介護の体制を構築するため一定期間休業する場合に対応するものなど、
各種制度の趣旨・目的を踏まえて行うことや情報提供の際に、併せて介護保険制度について周知することが望ましい

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

★介護保険制度について（40歳になられた方（第２号被保険者）向けリーフレット）
（4枚版） https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001238058.pdf

（2枚版） https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001238060.pdf

◼ ➑ 介護離職防止のための個別の周知・以降確認等 ★例えば年度当初などに一堂に集めて実施することも可能

2025/7/24
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◼ ❾育児休業取得状況の公表義務

改正内容 改正内容 義務

対象となる企業 従業員数1000人超⇒300人超 ●

➢ 公表内容は、男性の「育児休業等の取得率」または「育児休業等と育児目的休暇の取得率」
➢ 年１回、公表前事業年度の終了後おおむね３か月以内に、インターネットなど、 一般の方が閲覧できる方法で公表
➢ 参考

2025年４月から、男性労働者の育児休業取得率等の公表が 従業員が300人超1,000人以下の企業にも義務化されます

★ https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/001029776.pdf

★2025年度 育児介護休業法の改正
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◼ ➓柔軟な働き方を実現するための措置等

改正事項 義務

３歳から小学校就学前の子を養育する労働者に関して、事業主は、次の５つの選択して講ずべき措置の
中から、２つ以上の措置を選択して講じなければなりません
→ 労働者は、それらの措置から１つを選択して利用することが可能

※ 事業主が講ずる措置を選択する際、過半数組合等からの意見聴取の機会を設ける必要あり

【選択して講ずべき措置】
①始業時刻等の変更：フレックスタイム制または始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ（時差出勤制度）

※1日の所定労働時間は変更しない
②テレワーク等（10日以上/月）

※1日の所定労働時間は変更しない
③保育施設の設置運営等（保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与をするもの（事業主が

ベビーシッターを手配 し、かつ、費用を補助するなど） ）
④就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇 （養育両立支援休暇）の付与（10日以上/年）

※1日の所定労働時間は変更しない ※無給可
⑤短時間勤務制度

※1日の所定労働間を原則6時間とする措置を含む

●

（１） 育児期の柔軟な働き方を実現するための措置

◆ ２０２５年１０月１日施行

２０２５年１０月１日前に意見聴取要。
その他Q２-７ ２５６頁参照（後掲）

★「柔軟な働き方を実現するための措置」を企業単位で２つ措置するのではなく、業務の性質又は業務の実施体制
に照らして、事業所単位や事業所内のライン単位、職種ごと に措置可。むしろ、職場の実情や事業所の業務の性
質等に応じて措置の組み合わせを変えることが望ましい（QA２‐４ ２５６頁参照（後掲））

フレックスタイム制と始業・終業時刻の
変更のどちらも選択可能にしても、そ
れだけで２つの措置の創設とならない

★表中③の「手配」：べビーシッター派遣会社と事業主が契約を締結し労働者の希望に応じて当該会社に事業主が派
遣依頼を行う/べビ－シッター派遣会社と事業主が契約し、労働者が直接当該会社に派遣依頼をするなども含まれる

※労使協定の締結により,入社1年未満の従業員や週所定労働日数が２日以下の従業員、業
務の性質・実施体制に照らして休暇の時間単位の取得が困難な業務に従事する者は除外可

★②と④は原則時間単位で取得可とする必要あり
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Q2-16：ベビーシッターの費用補助について、こども家庭庁の「企業主導型ベビーシッター利用者支
援事業」の「ベビーシッター派遣事業割引券」を活用した場合、「保育施設の設置運営等」の「その他
これに準ずる便宜の供与」として認められますか。

A2-16：
「その他これに準ずる便宜の供与」とは、現行育児のための所定労働時間の短縮措置の代替措置の
一つである「保育施設の設 置運営その他これに準ずる便宜の供与」の取扱いと同様、ベビーシッター
を手配し、かつ、当該ベビーシッターに係る費用の一部負担を行う必要があります。なお、費用負担の
程度に基準はありません。
こども家庭庁の「企業主導型ベビーシッター利用者支援事業」の「ベビーシッター派遣事業割引券」

については、事業主は当該割引券の発行や割引券の精算手続き等に係る費用を負担するものの、
当該負担は「ベビーシッターに係る費用」の負担とは異なるも のであるため、便宜の供与に該当せず、
措置されたものとは認められません。

Q2-17：当社では、福利厚生サービスを提供する企業と契約し、年会費を支払い、カフェテ リアプラン
の一環として、社員が当該企業が提携するベビーシッターのサービス等の福利厚生サービスを選択・
利用できるようにしています。この場合、ベビーシッターの手配及び費用負担の措置を講じたことにな
りますか。

A2-17：
措置を講じたことになります。 事業主は、福利厚生サービス会社と法人契約をし（手配）、会費を支
払うことにより事 実上労働者が利用したベビーシッターサービス料金の一部を負担しているため（費
用負 担）、事業主の「手配」かつ「費用負担」が認められるので、便宜の供与に該当し、措置 を講じ
たことになります。

★就業規則に規定しようとする事業所には、規定例が公表されています
（参照 規定例詳細版第10章）★2025年度 育児介護休業法の改正
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養育両立支援休暇

➢ ３歳以上小学校就学前までの子を養育する労働者が就業 しつつ子を養
育することを容易にするための休暇

➢ 「柔軟な働き方を実現するための措置」の５つの 「選択して講ずべき措置」
の中の１つ→事業主が当該措置を選択したときは、年10日以上利用できる
ものとし育児目的休暇とは別に設定し、原則時間単位で利用できるように
する必要あり

➢ 取得理由は、 就業しつつ子を養育するのに資するものであれば、いかなる
目的に利用するかは労働者に委ねられる
例）育児目的休暇や看護等休暇の目的以外に、通常保育所に子を迎えに

行く配偶者が出張等で当該迎えができない日に時間単位で休暇を取得
し保育所に子を迎えにいく、子が就学する小学校等の下見にいく など

養育両立支援休暇

育児目的休暇 看護等休暇

無給でもOK
有給でもOK

１年につき10日労働日以上→∴例）6か月で5日、
1か月で1日でもOK（1年に10日労働日以上は必須）

★2025年度 育児介護休業法の改正
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看護等休暇

➢ 小学校３年生修了までの子を養育する労働者が、負傷し、若しくは疾病に
かかった子の世話、疾病の予防を 図るために必要な子の世話若しくは感
染症による学級閉鎖等に伴う子の世話を行うため、又は子の教育若しくは
保育に係る行事のうち厚生労働省令で定めるものへの参加をするための
休暇

➢ 取得可能な用途は、 i）子の病気・けが、ⅱ）子の予防接種・健康診断、ⅲ）
感染症に伴う学級閉鎖等、ⅳ） 入園（入学）式、卒園式に限定される

育児目的休暇

➢ 配偶者出産休暇や子の行事参加に伴う休暇など、「育児に関する目的のた
めに利用できる休暇」

➢ 小学校就学前までの子を持つ労働者に対して措置を講ずる努力義務
➢ 事業主が、努力義務に基づく取組を実施する場合→子の看護等休暇、介護

休暇、年次有給休暇とは別の制度として設定する必要があるが、その範囲内
で用途を限定することも可能。法令上、日数等の定めもない

➢ 今改正により、「養育両立支援休暇」は「育児目的休暇」から除外される→す
でに導入していた「育児目的休暇」を３歳以降小学校就学前までの制度とし
て独立させ、「１年につき 10 労働日以上の利用をすることができるもの」等の
「養育両立支援休暇」の要件を満たすものとして設定することは可能

※ 育児目的休暇か
ら除外されるもの

↓
子の看護等休暇、
介護休暇、労基法
第３９条の年次有給
休暇、養育両立支
援休暇

例）出産後の養育について出産前に準備する、保育園の遠足、 運動会に同
行する、参観日に参観する など

★2025年度 育児介護休業法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24110



★2025年度 育児介護休業法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24111



◼ 柔軟な働き方を実現するための措置等

改正事項 義務

３歳に満たない子を養育する労働者に対し、子が３歳になるまでの適切な時期に、事業主は柔軟な働き
方を実現するための措置として（１）で選択した制度（対象措置）に関する次の事項の周知と制度利用の
意向の確認を、個別に行わなければなりません ※日々雇用する者へは、法的には実施不要
※ 利用を控えさせるような個別周知と意向確認は認められない
【周知時期】
労働者の子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間 (１歳11か月に達した日の翌々日から２歳11か月に達
する日の翌日まで) ※（ ）の期間内に行われればよい→∴定期的な人事面談と合わせて実施もOK
【周知事項】
①事業主が（１）で選択した対象措置（２つ以上）の内容
②対象措置の申出先（例：人事部など）
③所定外労働（残業免除）・時間外労働・深夜業の制限に関する制度
【個別周知・意向確認方法】
①から④のいずれかの方法
①面談
②書面交付
③FAX
④電子メール等の送信 ※労働者が、電子メールの記録を出力→書面作成できるものに限る
※①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ

●

（２） 柔軟な働き方を実現するための措置の個別の周知・意向確認

＊家庭や仕事の状況が変化する場合があることを踏まえ、労働者が選択した制度が適切であるか確認すること等を目的と
して、上記の時期以外（育児休業後の復帰時、短時間勤務や対象措置の利用期間中など）にも定期的に面談を行うことが
望ましいとされています
※①面談の方法の場合、記録する義務はないが、他の方法と異なり記録が残らない→必要に応じて作成することが望まし
いとされています

★利用の事前申請の期限については特
に定めはないが、指定する場合は、就業
規則等にあらかじめ明記します（QA2-9
２５６頁参照（後掲））

★令和４年10月31日から令和５年10月30日までに生まれた子を養育する労働者
から周知・意向確認が必要です！

※一堂に集めて行うことも可能だが、個別に書面の交付を行うなど、
各対象者の事情を的確に把握できるよう配慮が望ましいとされています

★2025年度 育児介護休業法の改正
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Q2-21：３歳の誕生日の１か月前までの１年間（１歳 11 か月に達する日の翌々日から２歳 11 か月に
達する日の翌日まで）の計算方法を教えてください。

A2-21：
たとえば、３月 15 日生まれの子の場合、「３歳の誕生日の１か月前」とは、２月 15 日（以下15日を「誕
生日応当日」という）となります。「３歳の誕生日の１か月前まで の１年間」とは、１歳の２月16日から２
歳の２月15日までの１年間となります。
なお、民法の規定に従い、「１歳11か月に達する日」とは、１歳11か月の誕生日応当日である１歳の２

月15日の前日、つまり２月14日となり、「１歳11か月に達する日の 翌々日」とは２月16日となります。 ま
た、「２歳11 か月に達する日」とは、２歳11か月の誕生日応当日である２月15日の前日、つまり２月14
日となり、「２歳11か月に達する日の翌日」とは２月15日とな ります。 なお、３月 31 日生まれの子につ
いては、１歳 11 か月の誕生日応当日となるべき２月 31 日が存在しないものの、民法143条第２項の
規定により、「１歳11か月に達する日」 は月末である２月28日（閏年ではない年の場合。閏年の場合２
月29日）となり、
・ １歳11か月に達する日の翌々日は３月２日/・ ２歳11か月に達する日の翌日は３月１日 となります。

★2025年度 育児介護休業法の改正
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Q2-22：令和6年11月19日 回答一部修正（下線部A)
施行日である令和７年 10 月１日時点において、３歳の誕生日の１か月前までの１年間（子が１歳11
か月に達する日の翌々日～２歳11か月に達する日の翌日まで）に行わなければならない「個別の周
知・意向確認」の対象となる子の範囲は何年何月何日生まれからですか。

A2-22：
施行日（令和７年 10 月１日）において「個別の周知・意向確認」の対象となる子の範囲は、令和４年
10月31日から令和５年10月30日までに生まれた子となります。 施行日の令和７年10月１日時点で、
子が２歳 11 か月に達する日の翌日を過ぎている 場合（子の誕生日が令和４年10月30日以前である
場合）には、法律上、個別の周知・ 意向確認の必要はありません。 しかし、この場合であっても、「柔
軟な働き方を実現するための措置」は子が３歳の誕生日から小学校就学前まで利用可能となってい
ることから、小学校就学前までの子を持つ労働者から制度の利用意向が示された場合には、これに
応じる必要があります。 このため、施行日において、個別の周知・意向確認の対象外となる小学校
就学前までの子を持つ労働者に対しても、労働者の仕事と育児の両立支援のニーズに対応するた
め、 利用可能な制度等に関する個別の周知等をしていただくことが望ましいです。

★2025年度 育児介護休業法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24114



Q2-26：
子が３歳に到達する時点においては「柔軟な働き方を実現するための措置」の対象とならないものの、
将来的に措置の利用が可能になる可能性がある労働者に対しても、 ３歳になるまでの間に個別の
周知・意向確認を実施しなければならないですか。

A2-26：
子が３歳に到達する時点において「柔軟な働き方を実現するための措置」の対象とならないものの、
将来的に措置の利用が可能になる可能性がある労働者としては、例えば、「柔軟な働き方を実現す
るための措置」について、労使協定において、継続雇用期間 が１年未満の労働者を利用対象から
除外している企業において、子の３歳到達時点では 継続雇用期間が１年未満であるものの、子が３
歳６か月時点で継続雇用期間が１年に達 し、「柔軟な働き方を実現するための措置」の利用の対象
になる場合などが該当します。 このような労働者については、３歳の誕生日の１か月前までの１年間
のいずれかの時点において個別の周知の措置を実施する必要があります。他方で、意向確認の措
置については、子の３歳到達時点では「柔軟な働き方を実現するための措置」の利用が可能ではな
いことから、実施する必要はありませんが、法を上回る取組として実施することは差し支えありません。
なお、「柔軟な働き方を実現するための措置」の利用の対象外となる労働者であっても、 改正後の
育児・介護休業法第23条の３第６項に基づく就業に関する条件に係る労働者の意向の聴取・配慮の
対象となることに留意が必要です。（Q2-36参照 256頁参照（後掲））

★2025年度 育児介護休業法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24115



◼ ⓫仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮

改正事項 義務

労働者が本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た時と、労働者の子が３歳になるまでの適切な時期
に、事業主は、子や各家庭の事情に応じた仕事と育児の両立に関する次の事項について、労働者の意
向を個別に聴取しなければならない
【意向聴取の時期】
① 労働者が本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出たとき
② 労働者の子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間

（１歳11か月に達する日の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日まで）
【聴取内容】
① 勤務時間帯（始業および終業の時刻等の勤務時間帯）
② 勤務地（就業の場所）
③ 両立支援制度等の利用期間
④ 仕事と育児の両立の支障となる事情の改善に資する就業条件として何か希望がないか（業務量、労働

条件の見直し等） を確認
【聴取方法】
①から④のいずれか
①面談
②書面交付
③FAX
④電子メール等 ※労働者が、電子メールの記録を出力→書面作成できるものに限る
※ ①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ

●

（１） 妊娠・出産等の申出時と子が３歳になる前の個別の意向聴取

＊意向聴取の時期は、①、②のほか、 「育児休業後の復帰時」や「労働者から申出があった際」等にも実施することが望ま
しいとされています

★2025年度 育児介護休業法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24116



改正事項 義務

事業主は、（１）により聴取した労働者の仕事と育児の両立に関する意向について、自社の状況に応じ
て配慮しなければなりません
具体例
・勤務時間帯、勤務地にかかる配置
・両立支援制度等の利用期間等の見直し
・業務量の調整 ・労働条件の見直し など

●

（２） 聴取した労働者の意向についての配慮

＊取組み例
子に障害がある場合や医療ケアを必要とする場合等であって、労働者が希望するときは、短時間勤務制度や子の看
護等休暇等の利用可能期間を延長すること/ひとり親家庭の場合で希望するときは、子の看護等休暇等の付与日数に配
することなど が望ましいとされています

➓（２)

◼ ⓫仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮

※個別の周知・意向確認や個別の意向の聴取・配慮する人
人事部でなくても、事業主から委任を受けていれば、所属長や直属の上司であってもOK。所属長や 直属の上司が実
施することで、労働者が意向の表明をしにくい状況にならないよう、実施者となる所属長や直属の上司に対し、制度の
趣旨や適切な実施方法等を十分に周知し ておくことが重要

★2025年度 育児介護休業法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24117



Q2-43：聴取した意向について、事業主は具体的にどのように配慮することが考えられますか。
必ず、労働者の希望を叶えなければならないものなのでしょうか。

A2-43：
今回の改正では、子育て世帯の「共働き・共育て」を推進する中で、子や家庭の様々な事情に対応で
きるよう、労働者からの仕事と育児の両立に関する個別の意向の聴取とその意向への配慮を事業主に
義務付けることとしています。
意向の内容を踏まえた検討を行った結果、何らかの措置を行うか否かは事業主が自社の状況に応じ

て決定していただければよく、必ず労働者の意向に沿った対応をしなければならないということではあ
りませんが、例えば、勤務時間帯や勤務地に係る配置、業務量、両立支援制度の利用期間等につい
て配慮することが考えられます。なお、検討の 結果労働者から聴取した意向に沿った対応が困難な
場合には、困難な理由を労働者に説明するなどの丁寧な対応を行うことが重要です。 加えて、事業
主が個別の意向に配慮するに当たり、望ましい対応の例示としては、
・ 労働者の子に障害がある場合や医療的ケアを必要とする場合であって、労働者が希望するときに

は、短時間勤務制度や子の看護等休暇制度等の利用可能期間を延長する こと
・ ひとり親家庭の場合であって希望するときには、子の看護等休暇制度等の付与日数 に配慮すること

などが考えられます。

★2025年度 育児介護休業法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24118



https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001383031.pdf

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html

育児・介護休業法について（厚生労働省）パンフレット★出所

★問い合わせ先：都道府県労働局雇用環境・均等部（室）
（令和６年７月２３日時点）

https://www.mhlw.go.jp/content/000177581.pdf

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

★2025年度 育児介護休業法の改正

令和６年改正育児・介護休業法に関するQ＆A（令和7年1月23日時点）

2025/7/24119

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001383031.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000177581.pdf


◼ 令和６年雇用保険制度改正（令和７年４月１日施行分）について

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

Ⅶ 育児休業に付随する雇用保険の給付の見直しなど

120



出所：育児・介護休業法について（厚生労働省）より 一部加筆★育児関連の給付金の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24121



◼ 出生後休業支援給付金 （2025年4月1日施行）

子の出生直後の一定期間以内（男性は子の出生後８週間以内、女性は産後休業後８週
間以内）に、被保険者とその配偶者の両方が14日以上の育児休業を取得する場合に、
最大28日間、休業開始前賃金の13％相当額を給付し、育児休業給付とあ わせて給付
率80％（手取りで10割相当）へと引き上げる
※配偶者が専業主婦（夫）の場合や、ひとり親家庭の場合などには、配偶者の育児休業
の取得を求めずに給付率を引き上げる

★2025年4月から創設された給付

https://www.mhlw.go.jp/content/

11600000/001372778.pdf

２０２５年４月から 「出生後休業支援給付金」を創設します
（厚生労働省 ハローワーク）

育児休業等給付の内容と 支給申請手続 都道府県労働局・公共職業安定所（ハローワーク）
被保険者・事業主の皆さまへ2025（令和７）年４月１日改訂版 一部修正版

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001461102.pdf

2025/7/24122

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001372778.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001461102.pdf


◼ 育児時短就業給付金 （2025年4月1日施行）

被保険者が、２歳未満の子を養育するために、時短勤務をしている場合の新たな給付。給付
率については、原則として、時短勤務中に支払われた賃金額の10％を支給する

【育児時短就業給付金の支給額】
・支給対象月に支払われた賃金額が

①育児時短就業開始時賃金月額の90％以下の場合
→支給対象月に支払われた賃金額 × 10％

②育児時短就業開始時賃金月額の90％超～100％未満の場合
→ 支給対象月に支払われた賃金額 × 調整後の支給率

③支給対象月に支払われた賃金額と、①又は②による
支給額の合計額が支給限度額を超える場合

→ 支給限度額－ 支給対象月に支払われた賃金額

★2025年4月から創設された給付
２０２５年４月から 「育児時短就業給付金」を創設します
（厚生労働省 ハローワーク）

https://www.mhlw.go.jp/content/11600

000/001394846.pdf

【支給率早見表】

育児時短就業給付の内容と支給申請手続 被保険者・事
業主の皆さまへ（厚生労働省 ハローワーク）
2025（令和７）年２月１日時点版

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001395073.pdf

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24123

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001394846.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001395073.pdf


◼ 受給できる人 ①及び②の要件を満たす人
① ２歳未満の子を養育するために、１週間当たりの所定労働時間を短縮して就業する被

保険者（雇用保険の一般被保険者及び高年齢被保険者）であること
② 育児休業給付の対象となる育児休業から引き続き、同一の子について育児時短就業

を開始したこと、 または、育児時短就業開始日前２年間に、賃金支払基礎日数が11日
以上ある（ない場合 は賃金の支払いの基礎となった時間数が80時間以上ある）完全
月が12か月あること

◼ 受給できる月の要件 ①から④のすべての要件を満たす月
① 初日から末日まで続けて被保険者である月
② １週間当たりの所定労働時間を短縮して就業した期間がある月
③ 初日から末日まで続けて、育児休業給付又は介護休業給付を受給していない月
④ 高年齢雇用継続給付の受給対象となっていない月

◼ 支給対象月
育児時短就業給付金は、原則として育児時短就業を開始した日の属する月から
育児時短就業を終了した日の属する月までの各暦月について支給する

※詳細は育児時短就業給付の内容と支給
申請手続をご覧ください

【育児時短就業給付金の受給要件等（概要）】

★2025年4月から創設された給付

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24124



★2025年4月から創設された給付

https://www.mhlw.go.jp/conten

t/11600000/001394849.pdf

転職先の事業所で育児時短就業給付金の支給を 再開する場
合の留意点をお示しします。（厚生労働省 ハローワーク）

2025年４月以降、転職し新たに雇用保険の被保険者となった人が、以前に育児時短就業給付金
の受給手続きを行っていて、新たに被保険者となった事業所で育児時短就業給付金の支給を受
けられる可能性がある場合には、資格取得届に対してハローワークから交付する 『雇用保険被保
険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）』に「育児休業等給付受給可」と表示される
→ 「育児休業等給付受給可」と表示された人が、次の①・②に該当する場合は、育児時短就業給
付金の支給対象となります
① ２歳未満の子を養育するために、育児時短就業する雇用保険の被保険者であること
② 新たに被保険者となる前の被保険者期間に空白期間がある場合は、その間に基本手当等の

受給資格決定を受けていないこと

⚫ 転職先でも受給可能です

育児休業等給付について 厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000135090_00001.html

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24125
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https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001383031.pdf

★令和６年改正育児・介護休業法に関するQ＆A （令和７年１月23日時点）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html

★育児・介護休業法について（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001378913.pdf

★育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の施行
について

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001378914.pdf

改正令和７年１月20日雇均発0120第２号

令和７年１月20日

★参考 育児介護休業法関連の情報

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/buny

a/koyou_roudou/koyou/koyouhoken/data/toriat

sukai_youryou.html

雇用保険に関する業務取扱要領（令和７年４月１日以降）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24126

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001383031.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html
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★育児・介護休業等に関する規則の規定例［詳細版］（令和７年２月作成）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/b

unya/000103533.html

★育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］（令和6年11月作成）

◼ 規則の規定例（詳細版）が公表されました！（令和７年2月）

詳細版では、ケースごとの規程例の他、それぞれのルールの解説も記載されて
います。人事労務担当者必見です！

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

◼ 子ども・子育て支援法の改正（2024年6月12日公布）
・児童手当の拡充（所得制限の撤廃/支給期間を中学生→高校生まで延長/第3子以降は3万
円に増額(2024年(令和6年）10月分から→12月受給から）。支払月を年3回→年6回(偶数月）

・ひとり親世帯の児童扶養手当UP→第3子以降の加算額UP（2024年(令和6年）11月分から）
・妊産・出産時に妊婦らに10万円相当支給（2025年(令和7年）４月から）
・出生後休業支援給付金及び育児時短就業給付金の創設 (2025年(令和7年）4月から）
・保護者の就業要件を問わず満3歳未満の子どもの保育所などの利用が可能な「こども誰でも

通園制度」(2026年（令和8年）4月から）
・自営業者らの育児中の国民年金保険料の免除(2026年(令和8年）10月から）
・子ども・子育て支援金制度の創設（2026年（令和8年）度から徴収）

公的医療保険を通じて徴収
協会けんぽ・健康保険組合・・労使折半/国民健康保険料や後期高齢者医療保険でも徴収

2025/7/24127

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533.html


◼ 育児休業給付の期間延長手続きを厳格化（2025年4月施行）

➢ 保育所に入所する意思がないにもかかわらず、育児休業給付の延長目的で自治
体に入所を申し込む者があり、これが自治体の負担となっていると指摘あり⇒育児
休業給付金の支給期間の延長の要件及び手続きについて見直しを行うとともに、
公共職業安定所において、申請者が速やかな職場復帰を図るために保育所等に
おける保育の利用を希望していることを確認することを明確にするため、規則の見
直しをする

➢ 2025年4月1日以後に育児休業に係る子が１歳に達する場合、または１歳６ヵ月に
達する場合から適用

https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001231530.pdf

参考 雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案 概要
（育児休業給付関係）

★育児休業給付の期間延長手続きの厳格化

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/00001605

64_00040.html

育児休業給付金の支給対象期間延長手続き（厚生労働省）
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★育児休業給付の期間延長手続きの厳格化

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24129



★次世代育成支援対策推進法の改正(2024年(令和6年）5月31日）公布
時限法の期限を令和17年3月末まで10年間延長/企業の取り組みのPDCAサイク
ルの確立や数値目標(育児休業の取得状況、労働時間の状況）の設定を法律上
のしくみと格上げ＝義務化/一般事業主行動計画の策定で把握・分析等する項
目に、職業生活と子育ての両立に関する状況などを追加/「くるみん」などの認定
基準の見直し

★次世代育成支援対策法の改正

https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/001029776.pdf

◼ 男性の育児休業の
目標設定義務を100人超の企業に
実績値公表義務を常時1,000人超から300人超企業 2025年(令和7年）4月1日施行

①次世代育成支援対策法に基づく一般事業主行動計画において、常時労働者100人
超の企業に男性の育児休業取得率の目標値の明記を義務化(100人以下は努力義務）

※計画を作らなかったり、公表しなかったりした場合→厚労省が勧告・是正を求めるこ
とが可能

②男性の育児休業取得率の実績値の公表対象を1,000人超企業から300人超企業に
範囲を拡大

2025年４月から、男性労働者の育児休業取得率等の公表が 従業員が300
人超1,000人以下の企業にも義務化されます(厚生労働省）

育児休業取得率拡大のために,①業務を引き継いだ社員に子育て応援手当等
を支給/残業ゼロを掲げ、特定の社員しかできない業務をなくす社員教育を実
施などで、取得率を大幅にＵＰしている企業もある

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24130
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https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/001347349.pdf

令和7年4月1日から
次世代育成支援対策推進法の改正に伴い、くるみん認定、プラチナくるみん
認定の認定基準等が改正されます（厚生労働省）

くるみんマーク・プラチナくるみんマーク・トライくるみんマークに
ついて（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/kuru

min/index.html

★くるみんマーク。プラチナくるみんマークの認定基準の見直し

➢ 次世代育成支援対策推進法の改正に伴い、くるみん認定、プラチナくるみん認定の
認定基準が変わります（令和7年4月）

①行動計画策定・変更時に、育児休業等の取得状況等に係る状況把握・数値目標の設定を義
務付け

②認定基準の見直し
※令和7年4月から2年間は、認定申請に関す経過措置あり（旧基準で申請可能。ただしその場合
の認定マークは旧基準のマークとなります）
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◼ 障害者雇用促進法の改正(一部、省令改正）

1.法定雇用率の段階的引上げ(令和6年4月・令和8年7月）

令和5年度 令和6年度 令和8年7月

民間企業の
法定雇用率

2.3％ 2.5％ 2.7％

対象事業主の
範囲

(従業員数）

43.5人以上 40.0人以上 37.5人以上

対象事業主：①毎年6月1日時点での障害者雇用状況をハローワークに報告義務
②障害者雇用推進者の選任(努力義務）

2.除外率の引下げ（令和7年4月1日から）

除外率は平成14年改正で廃止され、特例措置として、当分の間、除外率設定業種ごと
に除外率が設定されている⇒廃止の方向で段階的に除外率の引下げが実施されてき
た（平成16年4月と平成11年7月にそれぞれ一律10%引下げ）→今回も一律10％引下げ

★参考 除外率による法定雇用人数の算定方法
例）1,000人企業で除外率４０％の場合

（1,000人－400人）×法定雇用率

国や地方公共団体
等の法定雇用率
・令和5年度 2.6％
・令和6年度 2.8％
・令和8年7月から

3.0％

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

Ⅷ 障害者雇用促進法や障害者差別解消法の改正
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除外率設定業種 除外率

・非鉄金属第一次製錬・精製業・貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く） ５％

・建設業・鉄鋼業・道路貨物運送業・郵便業（信書便事業を含む） １０％

・港湾運送業・警備業 １５％

・鉄道業・医療業・高等教育機関・介護老人保健施設・介護医療院 ２０％

・林業（狩猟業を除く） ２５％

・金属鉱業・児童福祉事 ３０％

・特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く） ３５％

・石炭・亜炭鉱業 ４０％

・道路旅客運送業・小学校 ４５％

・幼稚園・幼保連携型認定こども ５０％

・船員等による船舶運航等の事業 ７０％

➢ 設定業種ごとにそれぞれ10％引下げ
（現在除外率10％以下→除外率制度対象外）

【令和7年4月以降の除外率】

★障害者雇用促進法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24133



3.‐1 障害者雇用率の算定特例の延長（令和5年4月以降）

「週所定労働時間が20時間以上30時間未満の精神障害者」について、当分の間、雇用率算定
上、雇入れや手帳取得からの期間に関係なく、1カウントとして算定可能に

3.‐2 1部の週所定労働時間が10時間以上20時間未満の障害者の雇用率への算定
（令和6年4月以降）

3.障害者雇用率の算定方法の変更

「週所定労働時間が10時間以上20時間未満の精神障害者、重度身体障害者及び重度知的障害
者」について、雇用率算定上、0.5カウントとして算定可能に
※精神障害者には重度といった取扱いがない※令和2年4月から施行されていた特例給付金の廃止

30時間以上 20時間以上
30時間未満

10時間以上
20時間未満

身体障害者
重度以外 １ ０．５ －

重度 ２ １ ０．５

知的障害者
重度以外 １ ０．５ －

重度 ２ １ ０．５

精神障害者 － １ ０．５㊟ ０．５

㊟ 一定の要件を満たす場合、0.5ではなく１としてカウントする措置について、当分の間延長/新規雇入れ
から３年以内などの要件は廃止

★障害者雇用促進法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24134



常時雇用労働者数 支給金 支給対象人数及び支給額

100人超 障害者
雇用調整金

障害者雇用率を超えて雇用している障害者数

10人以下
1人につき、29,000円/月

10人超
超過人数1人につき 23,000円/月

100人以下 報奨金 「各月の常時雇用している労働者数の４％の年度間合計数」又は「年間72
人（月平均6人）」のいずれか多い人数を超えて雇用している障がい者数

年間420人(月平均35人)以下
1人につき21,000円/月

年間420人(月平均35人)超
超過人数1人につき16,000円/月

2024年度の実績に基づき、2025年度の支給から、10人超/35人超に該当する超過人数への支給額を
引下げ

●障害者雇用調整金・報奨金の減額

◼ 障害者雇用率を超えて障害者を雇用する会社には、調整金（常時雇用労働者１００人
超）又は報奨金（常時雇用労働者１００人以下で障害者を４％または６人のいずれかを
多い数を超えて雇用する会社）が支給され、未達成の会社（常時雇用労働者１００人
超）は納付金（不足一人当たり５万円）を納付する制度があります。その制度の額が見
直されます。

★障害者雇用促進法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24135



◼ 障害者差別解消法の改正
～合理的配慮が義務化～

令和6年4月1日施行

★障害者差別解消法の改正

リーフレット「令和６年４月１日から合理的配慮の提供が義務化されました」(内閣府）

https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai_leaflet-r05.html

➢ 障害者差別解消法は、共生社会の実現に向けて、行政機関等及び事業者に
対し、障害のある人への障害を理由とする
①不当な差別的扱いの禁止

（第8条1項）・・・義務
②合理的配慮の提供

（第8条2項）・・・努力義務
③合理的な配慮に関する環境

の整備(第5条） ・・・努力義務
を定めているが、その中で
②合理的配慮の提供が義務化されました（令和6年4月1日）
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◼ 合理的配慮の提供とは
具体的には、
① 行政機関等と事業者が、
② その事務・事業を行うに

当たり、
③ 個々の場面で、障害者か

ら「社会的なバリアを取り
除いてほしい」旨の意思
の表明があった場合に

④ その実施に伴う負担が過
重でないときに

⑤ 社会的なバリアを取り除く
ために必要かつ合理的
な配慮を講ずること

※ここでいう障害者とは、障害
者手帳を持っている人のこと
ではなく、身体・知的・精神障
害(発達障害や高次脳機能障
害のある人を含む）のある人、
その他心や体の働きに障害に
ある人で、日常生活や社会生
活に相当な制限を受けている
人すべての人です

★障害者差別解消法の改正

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24137



■労働安全衛生法が改正されています
（2025年5月14日公布 施行は内容により2026年4月1日以降順次）

労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律 の概要

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T250516K0010.pdf

労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律について
基発0514第１号 令和７年５月14日 厚生労働省労働基準局長

【具体的な内容】
• 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進 2026年4月・2027年4月施行
• 職場のメンタルヘルス対策の推進・・・労働者数50人未満の事業場もストレス

チェックを義務化 2028年5月までに施行
• 化学物質による健康障害防止対策等の推進
• 機械等による労働災害の防止の促進等
• 高齢者の労働災害防止の推進 2026年4月努力義務化

2028年4月義務化予定

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001511882.pdf

労働安全衛生法及び作業環境測定法 改正の主なポイントについて 令和８
(2026)年１月１日から段階的に施行されます（厚生労働省）2025.6

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001497667.pdf

2025/7/24

Ⅸ 労働安全衛生法関連の改正
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https://www.mhlw.go.jp/content/001254088.pdf

➢ 一人親方など事業を請け負う者や、同じ場所で作業を行う労働者以外に人に対して
も、労働者と同等の保護が図られるよう、労働安全対策を義務化（労働安全衛生規則
の改正 2025年4月施行）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou

_roudou/roudoukijun/anzen/anzeneisei03_00004.html

個人事業者等の安全衛生対策について（厚生労働省）

【参考】 今までの改正の流れ

2025年４月から事業者が行う退避や立入禁止等の措置について、
以下の１、2を対象とする保護措置が義務付けられます

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

★労働安全衛生法の改正(2025年5月14日公布）
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◼ 個人事業者等の安全衛生対策の推進

★労働安全衛生法の改正(2025年5月14日公布）

2025/7/24140
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★労働安全衛生法の改正(2025年5月14日公布）

2025/7/24141
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◼ 職場のメンタルヘルス対策の推進
交付（2025年5月14日）後3年以内で政令で定める日から施行

★労働安全衛生法の改正(2025年5月14日公布）

2025/7/24142
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https://www.mhlw.go.jp/content/000533925.pdf

労働安全衛生法に基づく ストレスチェック制度 実施マニュアル

★労働安全衛生法の改正(2025年5月14日公布）

2025/7/24143
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ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対
策・過重労働対策等｜厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/

anzeneisei12/index.html

◼ ストレスチェックに関する情報は下記HPで
Q＆Aや厚生労働省版ストレスチェック実施プログラムなどもＵＰされています

◼ ストレスチェックサポートダイヤル

★労働安全衛生法の改正(2025年5月14日公布）

2025/7/24144
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◼ 高年齢労働者の労働災害防止の推進（2026年4月施行）

◼ 治療と仕事の両立支援の推進（2026年4月1日施行）

「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び
職業生活の充実等に関する法律」改正による見直し

★労働安全衛生法の改正(2025年5月14日公布）

2025/7/24145
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https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000815416.pdf

エイジフレンドリーガイドライン （高年齢労働者の安全と健康確保
のためのガイドライン）R7.5

★参考 エイジフリーガイドライン

◼ 事業者に求められる事項

❶安全衛生体制の確立
・経営トップによる方針表明と体制整備/ヒヤリハット事例の洗い出し→リスクアセスメ
ントの実施

❷職場環境の改善
・ハード面（例 設備の改善）
・ソフト面（例 作業内容の見直し））

❸高年齢労働者の健康や体力の状況の把握
・健康状況の把握・体力の状況の把握）

❹高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応（例 業務とのマッチング）
➎安全衛生教育

・高齢者対象
・管理者等対象

★労働安全衛生法の改正(2025年5月14日公布）

2025/7/24146
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➢ 職場における熱中症対策が義務化されました
（労働安全衛生規則の改正 2025年６月施行）

• 熱中症による健康障害の早期発見や重篤化の防止を目的とした改正

• 従来の規則に加えて、「熱中症を生ずるおそれのある作業」が明記され、「早
期発見の体制」や「重篤化防止措置の実施手順」の整備と周知が罰則付きで
義務化された

※熱中症対策を怠った場合、6か月以下の懲役拘禁刑または50万円以下
の罰金が科される可能性あり 労働安全衛生法第22条違反）

• 熱中症対策が必要な作業は
「WBGT値（暑さ指数）28度以上または気温31度以上の環境下で、継続して

1時間以上、1日当たり4時間を超えることが見込まれる作業」

• 具体的には、①早期発見の体制整備 ②重篤化防止措置の実施手順作成
③関係作業者への周知が熱中症対策として義務化

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24

★労働安全衛生規則の改正(2025年6月施行）
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体制の整備/手順作成/関係者への周知★職場における熱中症対策が義務化

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office 2025/7/24148
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⚫ ＷＢＧＴ値とは（暑さ指数）： 暑熱環境による熱ストレスの評価を行う暑さ指数のこと
摂氏C（度）で表されるが、通常使う摂氏温度の数値とは異なる
温度・湿度・照射により算出された数値

「熱中症予防対策」を徹底（P151）

★職場における熱中症対策が義務化

WBGT数値を作業中に測る（努める）

測定したWBGT数値を、WBGT基準値（Ｐ150）と比較する

WBGT数値＞WBGT基準値（またはおそれがある）とき
・冷房などにより、作業場所のWBGT値の低減を図る
・身体作業強度（代謝率レベル）の低い作業に変更する
・WBGT基準値より低いWBGT値での作業に変更する

それでも、まだ、WBGT数値＞WBGT基準値（またはおそれがある）とき
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出所・職場場における熱中症対策の強化について（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/content/001476821.pdf#page=5★職場における熱中症対策が義務化
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出所・職場場における熱中症対策の強化について（厚生労働省）★職場における熱中症対策が義務化
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★上記基本的な考え方に、「予防する」ことも追加して検討します
★連絡体制も構築し、作業者等に周知しておきます。連絡を受けた者がどう対処して
いくかもフローを作成し、関係者内で情報共有しておきます

例作業員の様子
がおかしい・・ 例）医療機関への

搬送、救急隊要請

例）救急車が来る
まで作業服を脱が
せて水をかけ、全
身を急送冷却

出所・職場場における熱中症対策の強化について（厚生労働省）
に加筆★職場における熱中症対策が義務化
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出所・職場場における熱中症対策の強化について（厚生労働省）★職場における熱中症対策が義務化
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働く人の今すぐ使える熱中症ガイド／厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/b

unya/0000116133_00001.html

➢ 熱中症について、詳しい資料があります
➢ 熱中症予防のために「いつ」、「誰が」、「どの状況」でど

のような対策を講ずべきか確認することができます
➢ スライドショー動画もあります
➢ 事業主、安全・衛生管理担当者のための資料もあります
➢ 多言語版もあります

https://neccyusho.mhlw.go.jp/download/

★熱中症対策に役立つ情報

資料５－３ （厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課提出資料）

https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/ic_rma/2301/mat05_3.pdf

★熱中症を防ごう！
厚生労働省労働基準局・都道府県労働局・労働基準局
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https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-

roudoukyoku/content/contents/002264774.pdf

令和7年6月1日に改正労働安全衛生法が施行されます 職場における熱中症対策の
強化について 厚生労働省

熱中症を防ぎましょう | 厚生労働省 多言語あり

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou

_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/prevent.html

★職場における熱中症対策が義務化
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環境省熱中症予防情報サイト 暑さ指数

https://www.wbgt.env.go.jp/sp/wbgt_data.p

hp?region=03&prefecture=44&tab=td

★日々の暑さ指数、実況と予測などが分かります
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～カスハラ条例が施行されています～

世間でも問題となっている顧客による著しい迷惑行為「カスタマーハラスメント（カスハラ）」
対策として、2025年4月1日に全国で初めて、東京都や北海道、群馬県などでカスハラ防
止条例が施行されました。この条例にはカスハラをした人に対する罰則はありませんが、
三重県桑名市の条例では、市にカスハラと認定され警告を受けても改善しない場合には、
その顧客の名前を公表するとしています。
●東京都 カスハラの具体例 （出所・TOKYOはたらくネット）

東京都では、業界や企業が具体的な防止策を検討する際に役立つ「共通マニュアル」を
作成し、対応策なども公表しています
「カスタマーハラスメントの防止のための各団体共通マニュアル」・
「事業者マニュアルのひな形」は下記YOKYOはたらくネット/計画 URLを参照
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/plan/kasuharamanual/index.html
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◼ 労働施策総合推進法等が変わります（2025年6月11日公布）

https://www.mhlw.go.jp/content/001502758.pdf

事業主の皆さまへ（全企業が対象です） 公布日：令和７年６月11日
ハラスメント対策・女性活躍推進に関する改正ポイントのご案内

https://www.mhlw.go.jp/content/001502757.pdf

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関
する法律等の一部を改正する法律について 令和７年６月11日
基発0611 第１号 雇均発 0611 第１号 厚生労働省労働基準局長 厚生労働省雇用
環境・均等局長

・カスタマーハラスメント対策の義務化・・・カスタマーハラスメント対策の義務化/求職者
等に対するセクハラ（就活セクハラ）対策の義務化

・女性活躍の更なる推進に向けた改正・・・法律の有効期限が、 令和18年（2036年）３月
31日までに10年延長/従業員数101人以上の企業は、「男女間賃金差異」及び「女性
管理職比率」の情報公表が義務化（改正前301人）2026年4月1日施行/プラチナえる
ぼし認定の要件が追加

・治療と仕事の両立支援の推進

★労働施策総合推進法等の改正（2025年6月11日公布）
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★労働施策総合推進法等の改正
（2025年6月11日公布）
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出所：「令和７年の労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の
充実等に関する法律（労働施策総合推進法）等の一部改正について」（厚生労働省） 概要
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◼ カスタマーハラスメント(カスハラ）対策を企業に義務付け

➢ 改正法では、2019年の改正でパワハラ防止を義務化したものに、カスハラ防止を
追加したもの

➢ 法では、カスハラの定義を、顧客や取引先、施設利用者などの言動で、それが社
会通念上許容される範囲を超えたものにより雇用する労働者の就業環境が害され
ることとし、その対策を企業に義務づけた

➢ 改正法が企業に対策を義務付けるのは、雇用契約を結ぶ労働者で、フリーランス
は保護の対象外⇒今後検討することが明記された

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

【参考】研修資料（動画）や裁判例、相談窓口
など役立つ情報がアッされています

あかるい職場応援団

★労働施策総合推進法等の改正（2025年6月11日公布）

業種別カスタマーハラスメント対策
マニュアルの策定手順例 令和７年３月

https://www.no-

harassment.mhlw.

go.jp/pdf/cusuhara/

cusuhara_manual.

pdf
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①顧客、取引先、施設利用者その他の利害関係者が行う、
②社会通念上許容される範囲を超えた言動により、
③労働者の就業環境を害すること

➢ カスタマーハラスメント(カスハラ）とは、①②③のすべてを満たすもの

➢ 事業主が講ずべき措置等 ※具体的な措置の内容等は、今後、指針において示される予定

・事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
・相談体制の整備・周知

・発生後の迅速かつ適切な対応
・抑止のための措置

➢ 求職者等（就職活動中の学生やインターンシップ生等）に対するハラスメント(就活セ
クハラ）を防止するための必要な措置を講じることが事業主の義務化

➢ 事業主が講ずべき具体的な措置等 ※具体的な措置の内容等については、今後、指針
において示される予定

・事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発（例：面談等を行う際のルールをあら
かじめ定めておくこと等）

・相談体制の整備・周知
・発生後の迅速かつ適切な対応（例：相談への対応、被害者への謝罪等）

◼ カスハラ

◼ 就活セクハラ

★労働施策総合推進法等の改正（2025年6月11日公布）
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◼ カスタマーハラスメント（カスハラ）

企業に非がなくても、お客様や取引先から理不尽な要求をされるカスハラが急増
SNSの普及もあり、瞬く間に拡散、炎上するケースもある

営業のみならず、事務系の社員にも直面するリスクがある

クレーム カスハラ

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

★カスタマーハラスメント
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https://www.no-

harassment.mhlw.go.jp/pdf/cusuhara/cusuhara_kensyuu.pdf

出所：スーパーマーケット業界における カスタマーハラスメント対策につ
いて（あかるい職場応援団）

★カスタマーハラスメント
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出所：業種別カスタマーハラスメント対策 企業マニュアル
（スーパーマーケット編）（あかるい職場応援団）★カスタマーハラスメントに該当すると考えられる行為事例
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出所：業種別カスタマーハラスメント対策 企業マニュアル
（スーパーマーケット編）（あかるい職場応援団）

https://www.no-

harassment.mhlw.go.jp

/jinji/download/

ハラスメント関係資料ダウンロードコーナー

あかるい職場応援団HP

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

★カスタマーハラスメントに該当すると考えられる行為事例

2025/7/24164

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/jinji/download/
https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/
https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/


社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

カスタマーハラスメント対策企業マニュアル（厚生労働省）を一部改定★就活ハラスメント

就活ハラスメントとは、「就職活動中やインターンシップの学生等に対するセクシュアル
ハラスメントやパワーハラスメント」のことをいい、立場の弱い学生等の尊厳や人格を不
当に傷つける等の人権に関わる許されない行為のこと

◼ 就活ハラスメントとは

影響は・・・
➢ ハラスメントを受けた学生は心理的ダメージが残る
➢ 企業にとっても、次のような重大な問題が生じる

・「就活ハラスメントを起こした会社」として、企業の社会的信用を失う⇒企業イメージ
の低下
・就職後の職場でもハラスメントが横行している会社だと学生に認識され⇒応募が減
少する可能性
・働いている従業員の働く意欲やモラルが低下⇒生産性低下⇒貴重な人材の退職・
流失等のリスク
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出所：就活ハラスメント対策リーフレット（明るい職場応援団）

◼ 就活ハラスメント
の

具体例

★就活ハラスメント
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◼ 公益通報者保護法の改正法が成立
（2025年6月4日成立/同年6月11日公布）
施行日：公布の日から起算して1年6月を超えない範囲内において政令で定める日

【概要】
➢ 通報を理由に解雇または懲戒処分をした法人、担当者に刑罰を科す

※解雇や懲戒処分にした法人に対し3千万円以下の罰金、処分を決めた担
当者にも6か月以下の拘禁刑または30万円以下の罰金

➢ 公益通報後1年以内の解雇・懲戒処分について、裁判での立証責任（雇い主側が、
処分は通報と関係なく行ったという立証責任）は事業者側が負い、立証できなけれ
ば、通報者の訴えが認められる

➢ フリーランスも保護対象に追加
➢ 通報者保護の体制整備について、担当者を定めず、消費者庁の命令にも違反した

事業者（労働者数300人以上）に刑罰を科す

★通報をめぐる刑罰、裁判での立証責任の転換の両方の対象を解雇と懲戒処分に
絞った。実際に多い配置転換や嫌がらせなどの不利益な取り扱いについては検討はさ
れたが、法改正は見送られた

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/w

hisleblower_protection_system/overview/#r7_amendment

公益通報者保護法と制度の概要（消費者庁）
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Ⅺ 公益通報者保護法の改正
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★公益通報者保護法の改正（2025年6月11日公布）

社労士法人YWOO/Yoko Watanabe Office

出所；消費者庁HPより（前ページ参照）
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おわりに

最後までお付き合いいただき、ありがとうございました。
改正事項を一気に進めました。ついていくのが大変！！といったお声が聞こえる
ようですが・・・。精一杯させていただきました。

ところどころにURLやQRコードを載せています。もし変更になりご覧いただけなく
なった場合は、タイトルも付けましたので、検索していただければバージョンアップ
した内容をご覧いただけるのではないかと思います。

なお、今後、法改正に関する通達などが出され、より明確な対策やより詳細な解
釈が公表されたりすることがあります。人事労務担当者の皆様には、最新の動き
に常にアンテナを張っていただきたいと思います。

本日はお忙しい中ご参加いただき、ありがとうございました。
渡辺葉子

おわりに
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